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経済学研究 43-2
北海道大学 1993.9

東ドイツにおける工業企業の国家管理(1945'"'-'79年)

一一人民所有企業連合とコンビナート

白川欽哉

はじめに

1990年10月3日， ドイツ民主共和国(以下，

東ドイツ)は， ドイツ連邦共和国(以下，西ド

イツ)との政治統一を遂げた。この統一に先立

ち，周年7月には「経済・通貨・社会同盟の創

設に関する条約J')が発効し，経済的統ーが図ら

れた。それにより，東ドイツは，かつて経験し

たことのない競争的環境に組込まれ，それは，

企業の操業短縮・倒産，大量失業の発生につな

がった。

この1990年の体制転換の直前まで，東ドイツ

工業は， 1979年以後の企業統合の唯一の形態で

あった「人民所有コンビナート(volkseigene 

Kornbinate) Jを柱に編成されていた。この「人

民所有コンビナート」は，後にみるように，単

なる生産企業の統合ではなかった。それは，生

産財の「内製」工場，国内外向けの販売機関，研

究・開発機関を内部に取込むことによって形成

されたものであった2)。そして，それは， 1980年

1) Gesetz zum Vertrag uber die Schaffung einer 

Wahrungs.，羽Tirtschafts-und Sozia1union zwi-

sch巴nder Deutschen Demokratischen Repub1ik 

und Bund巴srepublikDeutsch1and vom 21.Juni 

1990， in: Gesetzblatt der DDR (以下，GBL.) Teil 
よ， N r.34， 1990， S.331-356.発効が1990年6月21日，
実施が7月1日である。

2) Verordnung uber die vo1kseigenen Kombinate， 

Kombinatsbetriebe und vo1kseigenen B巴triebe

vom 8.November 1979， GBL Teil 1.， Nr.38， 1979， 
S.355.第 1条第1項。

3) Staat1iche Zentra1verwaltung fur Statistik， 

Statistisches Taschenbuch der DDR '89. B巴rlin
1989. S.45. 

代初頭には，東ドイツ工業の総生産高，全就業

者，輸出のほぼ100%を占めることになった3)。

こうした事実を背景に r人民所有コンビナー

ト」は，工業の「基礎的経済単位(grundlegende

Wirtschaftseinheit) J4)として，東ドイツではも

ちろん刊西ドイツや日本の東ドイツ研究6)にお

4) Verordnung uber die vo1kseigenen Kombinate 

S.355 
5)東ドイツで、は， 1981年以降，人民所有コンビナー

ト」論が盛んとなり，数多くの単行本が出版される

と共に， Wirtschaftswissenschaft， Sozia1istische 

Finanzwirtschaftに代表される定期刊行学術誌等
でも，これを扱った多くの論文が発表されてきた。

東ドイツ内外の研究者に広く引用された単行本(経

済史関係を除く)には，例えば， Rudi Waidauer/ 

A1bert Wetz巴1，Kombinate elプolgreichleiten， Ber-
1in 1981; Autorenkollektiv， lndustriekombinate 
und Vergesellschaftung von Produktion und Ar-

b巴it，Berlin 1981; Autorenkollektiv， Stimulie-
rung in lndustriebetrieben und Kombinaten， Ber-
1in 1982ーなどがある。また，雑誌・紀要等におけ

る主要な論者としては，次のような人々があげられ

る。 1986年に刊行され，コン，ビナート経営経済学の

集大成といわれた r社会主義経営経済学教科書」

(Autorenkollektiv， Sozialistische Betreibswirf 
schaft Hochschullehrbuch， Berlin 1986)の編纂メ

ンバーでもあったHansBorchert， J ohannes Schmidt， 
工業管理の視点からコンビナート研究を行った Rolf

Gerisch， Gert Friedrich， Gunter Kuciak， Wa1ter 

Brian(この4人は， Autorenkollektiv， Leitung der 
sozialistischen Wi出 chaft，Berlin 1985.の執筆者)
などがそうである。ただし，これらの文献は人

民所有コンビナート」を一般論から捉える

には有用ではあるものの，具体例に乏しし個々の

コンビナートの多様性が見落とされがちである。

6)西ドイツの研究としては，西ベルリンのドイツ経

済研究所(dasDeutsche Institut fur Wirtschafts-

forschung)が発行している週報ならびに研究季報

などや， Deutsch1and Archiv誌，マ-;レブルク大学
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いても注目されてき予た。しかし，ぞれら

醗究には，共通して次のような問題点が残され

ていた。第一の荷額は， 1979年以後の「人民所

有コンピナート」とそれ以誕の「コンビナートJ

との巽問が論ぜられなかったことである。

第ニの謂題は，一時期(1950"'57年)を除い

1979年まで，工業企業の統合組織と

れてきた「人民所有企業連合」の否定的な

劉宣言が強調されがちであったことにあるJ人員

所有コンビナート」の研究においては，ぞれは，

解体されるべき組織 rコンビナート」にとって

弐わられる組織として披われてきた。その結果，

「人民所脊企業連合Jからf人民所有コン

ト Jへむ継承臨が無裂され，後者の内容が一菌1~

されたのである。

どういう部門で「コンビナート Jが

形成されたのか，という問題が零j設されてきた

ことがある。「人民所有コンビナート j

工業全体に及んだという事実は，詑来の「コン

ビナートj 像，例えば石?由化学コンビナートや

鏡額一貫製鉄所裂のコンビナートなどからは理

解しにくい。

これらの問題は，これまでの「コンビナート J

新究が具体牲を欠いていたことに要約されよ

う。東ドイツでも，ドコンピナ…ト」

付j潟綴済誘毒事システム比較研究所の論文報告集

(Arbeitsberichte)を中心に検討した(コンビナート
関連総父・単行本については本稿脚主主義滋賀〉。前二誌

の論者(KurtErぬ.nann，Manfred Meltzer， Doris 
Cornelseねなど)が:iE:業行動や長俸的議例を重んじ

るのに対し，後の論議(KarlPaul Hensel， Helmut 
Leipold， H品数民ず01記 Hamelなど)は，体制u.制度
比車交の視点から論述する傾向が緩い。日本の代表的

研究としては，犬飼欽稔 γ新型コンビナート形成に

よる遡応 -DDIミ管理計開化の新段階(1)一…1，新
1985年，下新綴コンビナ-
DDIミ需を埋計i煽fむの新段階

(IIlー J，新潟大家ず務学論銭」第18主号、 1986年，
林昭 i東ドイツの社会主義工芸建コンビナ…トと管

潔J，大島趨意義，野崎務緩，子宇j二照幸編『国有企業立〉

経繁 一資本;ゑ薮と社会主義 」所i丸自救護委房，

1983年，大橋昭一rDDRの工業コンどナート J，神戸
大学L官僚災経済雑誌」第154挙委第5弘 1986年などが
あげられるが，犬鈎氏の試みさE除き，多気蕊約分析は
数少なし為。

ま正誹究が開始さ3れたのは1980年代学;まからであ

り，特に1979年以前の「コンビナ…ト」につい

ては，研党蓄積が数少ないのが現状である九

以上を踏まえて，本稿は，東ドイツ「社会主

義j 計謹経済の下での工業の縮成を，

理と企業統合む観点から歴史的に実証するため

のフレーム・ワーク作りを目的とする。その紫，

ソ連占領掛から東ドイツ時代を通して，

とされて

きた「人民所有金業連合J と「コン

を対象とし，持者の編成箆理と
」
の

、p
h
hソ

一

れそ

形成とその時々の経済政策(まとし

政策)との欝イ系を明らかにするc また，ぞれに

「人民所有コンビナート」の設立時の

姿も従来の研究を絡まえて持検討することに

したい。これは一言でいえば， 1979年末までの

ドイツにおりる生産と管理の総織化の務違点

と問題点を確定すると共に，体様転換に三五るま

での経詩的諸問題を凝縮した形で抱えていたと

られる¥人民所有コンビナートjの分析の出

発点そ提挟ずることになろう ο

第 l皇室人民所有経営の連合住とコンビナート

イ七

1. 1950年代における生産と管理の組織化

東ドイツ工業企業は，第二次栓界大戦後のソ

7)ようやく1980年代半ばからコンビナート」全般史
約・実在約に論ずる壊さきがみられるようになり，ドコ

ンビナート Jの具体像が，少しず、つ号怒らかにされる

ようになった。総論的なもの

KI設usWieβner， Raiロ君Y
げられるo儀別立〉コンビナート史としては，沢町nate
Schw長rzelの篭球製造コンどナートNARVAIこ潔

ずる議論文(例えば， VEB Kombinat NARVA. 

Ube 

るにすぎず，まだ研究の広がりにだしい。なお，東西

統一後には， W合rnerPlumpe/Christian KleInsch-
midt (Hrsg.l， U抑terne~開en zwisch側 Marktund 

Macht， Bochum鋭、 Schriftenzur Unternehmens・
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連占領期(1945~49年)に実施された社会化=

公有化(1949年の建固まで州有)に「社会主義」

化の出発点を置いていた。当時，ソ連占領地域

では，ソ連軍政本部の指令に基づき，全企業の

解体・没収が行われた九それらの企業は三種に

分類され，各々新しい所有主体に移管された。

第ーが工業の「社会主義」化に向けて占領地域

内五州や州内の各自治体に移管された人民所有

経営(volkseigeneBetriebe)刊第二が対ソ賠償

の目的で設立されたソビエト株式会社 (so-

wjetische Aktiengesellschaften) 101，第三が旧

所有者へ返還された私的経営(Privatbetriebe)

である。当時は，前二者が，エネルギー・鉱山，

冶金，化学，機械製造，電機，精密機器，光学

機器といった生産財工業の支配的経営形態(双

方で70~90%) となる一方で，消費財工業では，

und Industriegeschichte， Bd.1， Essen 1992.のよう
に，東ドイツの工業企業史を取り扱う論文集が発表

されコンビナート」研究もそのーっとして位置付

けられることが期待される。

8) Gert Leptin， Deutsche Wirtschaft仰 ch1945， Uni. 

-Taschenbucher 878， Opladen 1980， S.23-25.なら

びに Autorenkollektiv，Wirtschaftsgeschichte Ein 

Lei拘den，2.Aufl.， unveranderter N achdruck der 

l.Aufl.， B巴rlin1980， S.176-178 

9) ここでは， Volkseigen巴rBetriebを「人民所有経営」

とした。一般に， Betriebは， Unternehmen='企
業」と区別するため「経営」と訳される。しかし，

本稿では，形式的にでも法人格を付与され，独自の

物的・財務フォンドを以て経済活動するVolks.

eigener Betriebを「人民所有企業」とする。

10)ソビエト株式会社は， a)ソ連占領地域での工業的生

産手段の公有化を通じて戦後賠償をソ連主導の下

で履行させる， b)東部ドイツに経済復興の新たな経

済的・技術的基盤を創出する， c) ，社会主義」的計

画経済を浸透させる，という目的で設立された。ソ

ビエト株式会社は，ソ連邦閣僚評議会に設置された

外国資産行政総管理局(Hauptverwaltung fur so. 

wjetisches Eigentum im Ausland)の一機関である
ドイツにおけるソビエト株式会社事業のための行

政管理部(Verwaltungfur Angelegenheiten der so. 

wjetischen Aktienges巴llschaftenin Deutschland) 

によって管理・運営されていた。詳しくは，Wolfgang

Muhlfriedel， SAG-Betriebe - Schulen des So. 

zialismus， in: Jahrbuch fur Wirtschaftsgeschichte， 

1980/Teil 4， S.159-186.を参照されたい。

11) Autorenkollektiv， Wirtschafiお:geschichte……， S. 
179 

私的経営の比重が高かった (50~70%) 1九

諸経営の所有形態がほぼ確定した1948年に

は，重工業を中心とする戦後復興，対ソ賠償の履

行，経済計画(二ヵ年計画)の全占領地域への拡

大を基本としながら，ドイツ経済委員会問を中

心に，生産と管理の組織化が開始された。その

具体化にあたっては，人民所有経営をいかに編

成するかが課題となった。

この課題を解決すべく， ドイツ経済委員会の

工業行政管理局に設置された 7つの管理部(石

炭・褐炭・エネルギー，冶金，化学，機械，電

機，軽工業，鉱石)の下に，全体の約四割に相

当する163担1の「政策的かつ経済的に重要な人民

所有経営Jl

(zent廿ralgeleit臼et旬eVereinigungen volks-

eig伊ene町rBetrieぬbeぶ:以下，経営連合)に統合され

た。その際，この 7つの管理部に代表される部

門(Zweig)，および，そうした部門の枝葉となる

個々の業種(Branchen)の同一性・類似性が統合

基準とされた。これにより，一方で，ソ連占領地

域全体に及ぶ部門・業種縦割りの管理体制の構

築が図られ，他方で，生産の集中と専門化を通

じた大量生産が追求された。

中央直轄の経営連合は，先の管理部の下位の

中間管理機関として， 1949年の建固まで，ソ連

軍政本部の指令に基づいてドイツ経済委員会が

作成する計画課題に則って，傘下工場・事業所

を指導・管理すると共に，他部門・業種の経営

連合との分業を調整した。また，経済計算の単

位として，傘下工場・事業所の損益決算の最終

12) ドイツ経済委員会は，創設当初はソ連軍政本部の指

令の伝達機関にとどまっていた。 1948年2月以降，

委員会令等の発令権限を与えられ，ソ連占領地域の

経済過程に行政的に介入することになった。 1949年

の建国時には東ドイツの暫定政府となった。

13)この範鳴に入らない人民所有経営で，地域経済との

結び付きの強かったものは，外|の経済省の管理下に

置かれた州直轄経営連合 (3064経営)や地方自治体

企業 (2068経営)に統合された。括弧内の数字は，

1948年10月29日時点のものである。WolfgangMuhl 

friedel/IGaus Wieβner， Die Geschichte der ln. 

dustrie der DDR bis 1965， Berlin 1989， S.57. 
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責任を負わされていた。そこに統合された各経

営は，法人格や経済計算の単位としての位置付

けを失い，経営連合という大規模経営に包摂さ

れて非独立の工場・事業所凶となった。

こうした構造と機能を有する経営連合では

あったが，設立後，(1)優良工場・事業所の収

益が同一連合内の赤字工場・事業所の損失補填

に使用されたために，前者の収益への関心が殺

がれた， (2)連合全体の事業計画の策定にあた

り，個々の工場・事業所の利害は無視されがち

だった， (3)管理活動において経営連合本部の

自立化傾向が見られるようになり，工業行政管

理局の管理の障害となった，などの問題が次第

に顕在化するようになったl九

特に，経営連合本部の自立化傾向は，建国後に

本格始動する長期経済計画を国家主導の工業管

理の下で実施するための障害として，政策担当者

に認識された。1950年7月のドイツ社会主義統一

党(dieSozialistische Einheitspartei Deutsch-

lands:以下， SEDと略称)第3回大会では，

この問題に対処するため，第一次五ヵ年計画

(1951 ~55年)の作成と共に，専門的経済管理

機関による経営の直接管理，経営連合による中

間管理の一部見直し，五ヵ年計画の重点課題実

現のための「新しい生産単位」の創出などが構

想された。同年12月に公布された「人民所有工

業の再編に関する政府令J16)は，それに沿って

国家計画委員会や諸工業省・官房の創設と経営

連合の見直しを指示した。その実施にあたって

14) Jorg Roesler， Die Beziehungen zwischen wirt-

schaftsleitenden Organen und Industriebetrieben 

im Osten Deutschlands von der Befreiung vom 
Faschismus bis zur Grundung der DDR (1945-49)， 

in: Jahrbuch jur Wirtschaftsgeschichte， 1984/Teil 
4， S.18ff 

15) Hans Arnold/Hans Borchert/Johannes Schmidt， 

δ'konomik der sozialistischen J，ηdustrie， 7. AufI.， 
BerIin 1961， S.93-94.並びに， Jorg Roesler， Die 
Herausbildung der sozialistischen Planwirtschaft 
in der DDR， BerIin 1978， S.35-36 
16) Verordnung uber die Reorganisation der volks-

eigenen Industrie vom 22.Dezember 1950， GBL.， 
Nr.148， 1950， S.1233-1235. 

は，諸工業省・官房17) に設置された管理主局

(Hauptverwaltungen)が，経営連合に代わって

「ある一定規模以上の人民所有工業経営J(同政

府令第1条。下線部の具体的内容は明らかでな

い:引用者)18) を直接管理することになった。

また管理の対象となった人民所有経営は，連合

傘下工場・事業所とは異なり I独立の法人，人

民所有の法律的担い手J(同政府令第2条)とし

て規定された。 1952年になると，直接管理の範

囲を拡大し，また連合内では失われがちだった

傘下工場・事業所の収益への関心を高めるため

に I人民所有セクター企業への経済計算制導入

に向けての諸施策に関する政府令」川が公布さ

れ，すべての人民所有経営が法人とされ，経済

計算制が導入された。それは，人民所有経営が，

国家計画や国家機関の制約を受けたとはいえ，

一定の意思決定権限を持つ「相対的に独立した

経済単位(relativselbstandige Wirtschaftsein-

heit) J になったこと，つまり「企業」としての

形式を備えたことを意味した(以下，このよう

な人民所有経営を「人民所有企業」と呼ぶ)。こ

の変化に伴い，同政府令は連合の完全解体を決

定することになる。

これを背景に，SED・政府は，第一次五ヵ年計

画の重点部門の生産を，経営連合に代わる企業

統合を通じて拡大するため I人民所有企業」の

17) 1951年4月時点には，冶金・鉱業省，機械製造省，

軽工業省，石炭・褐炭・エネルギー官房，化学・地

質官房，食品・晴好品工業官房が創設されたが，そ

の後再編を繰返すことになる。

18)なお，この時点、でその小規模性あるいはその生産

上の諸条件を理由に，管理主局の管轄下に置かれな

い人民所有経営J (1950年政府令第4条)や「州直轄

の経営連合に統合されていた人民所有経営」が存在

していたが，それらは r部門的観点」あるいは「地

域的観点」から(同政府令第5条)， r中央直轄の経

営連合に統合」されたり r新設の人民所有企業に組

込まれ」たりした(同政府令第8条)。

19) Verordnung uber die Maβnahmen zur Einfuhrung 

des Prinzips der wirtschaftlichen Rechnungsfuh-

rung in den Betrieben der volkseigenen Wirt-
schaft vom 20.Marz 1952， GBL.， Nr. 38， 1952， S.225. 
第3条第1項。
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一部そコンビナート化20)した。その端緒は，先

の1950年政府令の「ある一定規模以上の人民所

が「立地あるいは部門的関連慌を

と

されていたことにあった。これに基づくコンビ

ナート化をより具体的に把握するため， 1951年

から19ω年代初頭にかけて，閣僚評議会・闇家

とする痕接管理制度(図1)の

れた中央謹轄コンビナ…ト (zentral-

geleitete Kombinate) を見ることにしよう

(表。。

1950年代の中央亙轄コンビナート

ヵ年計酬の重点、部門とされた電力，銑

・鉄鋼，化学原料の量産イじを基本課題として

いた。というのも，東ドイツには，ルール地方

20) ソ速の第一次五ヵ年計悩期間(l928~32受給の実態

奇念頭においたブリュ…ミンばコンビナート」

色「その部分の間に，緊密主主経済的妓術的道義隣が存

しているところの緩々なる部門を句会する広火な，

極めてそ善綬』こして複雑な(務工場から成る:引用

者)企業の形態をあらわずJと定義し，そうしたfコ

ンビナート」の「22倒的統ー一性工業技術的統一?をJ
そ指摘した(イ・ブリ 1ーミン(松崎敏太郎訳) ~多

角形企業総れ業文閣.1937年， 8-9頁)。このブ
ザユーミン規泌を再検討した堀江英一氏ぬ「コン

ピナ…トJを狭畿と広義のものに分類した。前殺は，

有機的.投策的?と連関する務工場を…ヵ所に絞める

ことにより形成される生産務位=いわゆる「絡会工

場」であり，ブリヰーミンの定義にもあてはまるο

後者は，務滅的結合」の視点ごを交えながら rー金

量産会ま地域的iこ分散したがら生室長工程として相互遊

間ずる異種工場を組織したり，jや滅的に離れた所に

立地ずる異孝重工場あるいは結合工場を結合、ずる i

れている(堀江爽 Ig
京都大学 f綴滋論

議菱」第106善幸第s号.1970年， 1 -3]変 r結合企業

の震溶性 巨大企業の生漆構造(2)一」同誌第l協

議室誇1号， 1970年， 12-13]霊祭日夜)。東ドイツでは，

1950年代をi混じて，H.7-ノルド，H.ボルたャルト，
Jシュミットミ診が，コンピナートどを rその問に密接
な技術的・経滅的連関主主存主とするさまざまな工業部

門あるいは工多発グループが統合されている一つの

経営J ~ニ定義していた (Ha泌 Arnold/Hans Bor 

chertlJohannes Schimidt， a.正1.0.，S.355.) 1950年
代の東ドイツのコンどナート((合金，化学，食品な

ど)は，地滅的にーヵ所に集中する傾向1r持つ「絡

会工場」約単位であったQ な:10，後述の1960年
末の「コンビナーれの湾装解』こ際しでは，綴江氏の

後者の定義が参考， ~"となる。

のように資源に立謂した工業地域が存夜せず，

金属などの金属加工原料の生皇室において，東西

ドイツの問に歴黙と していたか

らである宮九そのため，第…次五ヵ

ドイツでの銑鉄・鉄議・鋼の生産基盤の

倉日出た重機械・工作機械製造の拡大が企図され

たのである。

それらを背景としたコンビナートの設立は，

さまざまな方法で行われた。第一に，

の解体を通じて設立さ予れたコンビナ…トがあっ

た。その一つが銅製錬コンビナート Wilhelm

Pieck (ハレl終マンスフェルト)であった。その

前身である人民所有経営連合部ansfeldは，管理

主馬勺合金」に直属し，製鉄工場Maxhutte(ゲ

ラ県ウンターヴェレンボルン)む諾工場やマン

スツェJレト鋸鉱採搬・非鉄金議コン廿ナート{ハ

レ熊)叫の諸工場を統合するものであったが，

理主持が「鉄J と「非鉄金属」に分離されたこ

とにより，銅製鍛コンビナートWi1helmPieck 

の設立にあたって，製鉄工場Maxhutteが分離・

した。

21) 民話nsMulIer/Karl Reissig， 予約;ltschajtsUJunder
der DDR， Berlin 1968， S.32.ならびにWaltraud

Falk/Gerhar・dRichterfWilhelm Schmidt， Wirl 
sch弓ft，Wゐsenschajt，¥;jiセlthochsおおnd，Berlin 196号，
S.124.なお，当数邸内では策西格差があったが，工

作機械，震愛子，綴主義・被服，光学・精密機器部門比

燃側占綴土議域以上のポテンシャノレを有していた0

Eb告nda，S.l24 
22)製鉄工場M註xhrなおの前身は，ブリック・こ3ンツェ
/レン』こ月号援するマクシミリアン製鉄所であった。同

製鉄所iふシュミーデフェルトの鉄鉱石採機滋〈後
占こソ渓足立の諭入量失鉱石に転換)と， ウンターヴょにレ

ンボ、fレンの選鉱， ~詰炉.J...E主張の言書エ;緩から成ってい

た。ま?と，銅製錬コンビナートMansf日ldの前身は，
ザノレツデトブノレいコンツェjレンに所属するマンス

ブエルト合鍛絵荻岩鉱山株式会社であった。同コン

どっトートは，ハルツ山脈南東部のマンスアェルト銭

安患にある含車問粘板岩採綴名義，その関辺の製妻家所，加

工工場を基盤もこ彩足立された。 ]orgRoesler， Kom-

binate in der G告schichteder DDR. Von den企1'sぬn
VVB bis zur durchgangigen Kombinatsbildun嘉手
in: Jahrbuch j匁rGeschichte，βぷ31，1984， S.227.~ 
らびにAutorenkolIektiv，Oko持。持usche Geogra-

Phie der Deutsche符 D百mokratischenRゆublik，Bd. 
1， Gotha/Leipzig 1き78，S.207und S.211-213. 
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図1. 1948年から1961年の国家的工業管理の基本構造

1948 1949 1950 

ドイツ :計画

経済委員会(策定省1)

工業行政 J工業省5)

管理主局4)

↓ 

VVB VVB 

1951 1952 1953 1954 1955 

国家計画委員会2)

工業諸省，諸官房，主局6)

↓ 

VVB l-

1956 1957 

l経済評議会3)

事業所 事業所 VEB VEB(コンビナートを含む)

VVB:人民所有経営連合(1958年からは人民所有企業連合)

VEB:人民所有企業

1958 

VVB 

1959 1960 
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1961 
「一一一

国家計画委員会

同委員会工業局

工業局工業課

↓ 

VVB VVB VVB 

VEB(コンビナートを含む)

1 )計画策定省(Ministeriumflir Planung) : 1948年3月に創設された経済計画策定主局が， 1949年10月の東ドイツ建

国時に改称された。

2 )国家計画委員会(StaatlichePlankommission) : 1950年11月に，上述の計画策定省に代わり，国民経済計画(長期・

短期)の策定・実施・管理の最高機関として創設された。短期経済計画については， 1961年7月に国民経済評議会

(V olkswirtschaftsrat)が創設されるまで，下位機関への命令権限を有していた。 1961年7月以降1965年までは，工
業管理の諸課題から離れ，計画の作成にのみ従事していた。

3 )経済評議会(Wirtschaftsrat) 国家計画委員会内に工業管理を目的として設置された専門機関。その下には，それ

まで同様，工業各省，諸官房，主局が置かれた。

4 )工業行政管理主局(Hauptverwaltungder Industrie) ドイツ経済委員会に設置された同管理主局には，工業部門

別に7つの管理部(石炭・褐炭・エネルギー，治金，化学，機械製造，電機，軽工業，鉱石)が設けられ，人民所有経
営連合はそれらの指導・管理下に置かれた。

5 )工業省(Ministeriumfur Industri巴):東ドイツ建国後に創設され，その内部には，石炭・褐炭・エネルギー，機械製

造，治金，軽工業，化学などの管理主局が設置された。人民所有経営連合は，それらによって指導・管理された。

6 )工業各省，官房，主局(jndustrieIIeFachministerien， Staatssekretariat und Hauptverwaltungen) : 1950年末に

公布された人民所有工業の再編令により，単一の工業省は廃止され(1951年4月から)，新たに，治金・鉱業省，機械

製造省，石炭，褐炭，エネルギー，官房，化学，地質官房，食品・晴好品工業官房が創設された。

7 )人民所有企業行政管理局(Verwa!tungenvolkseigener Betriebe) : 1952年3月に人民所有経営連合に代って創設
された省所属の機関であるが，人民所有経営連合とは異なり法人格を持たず，主として上位機関の意思決定を傘下

諸企業へ通達する機関として機能した。

資料:Jδrg Roesler， Die Herausbildung der Planwirtschaft in der DDR， BerIin 1978， S.33-40.ならびに林昭「現代
ドイツ企業論~ ，ミネルヴア書房， 1972年， 203-238頁，金鍾碩『東ドイツの経済構造~，ミネルヴァ書房，1973年，154

-159頁参照。
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表 1. 1951年から1961年までに設立された中央直轄コンビナート

コンビナート名 設立年 設立の種類

1.製鉄コンビナートOst 1951 新設

2 銅鉱・精練コンビナートWilhelm 1951 元VVB"
Pieck 

(1953) 

3.ロストック魚加工コンビナート 1952 新設

4.ザスニ、yツ魚加工コンビナート 1952 新設

5.ビョーレン・コンビナート 1952 元 SAG4)

6.ビ、yターフェルト電気化学コンビナート 1952 元 SAG

7.ゲルツラウ化学コンビナート 1953 元 SAG

8. "ンスフェルト銅精練コンビナート 1953 2.から分離

(1960) 

9. "ンスフェルト鉱山コンビナート 1953 2.から分離

(1960) 

10 メルカース・カリ・コンビナート 1953 企業統合

(1959) 

11 ヴルツェン食品コンビナート 1953 企業統合

12.エスベンハイン褐炭化学コンビナート 1954 元 SAG

13.ツィッタウ繊維コンビナート 1957 企業統合

14.ラウホハマー褐炭精製コンビナート 1958 企業統合

15.褐炭化学コンビナートSchwarzePumpe 1958 新設

16.ヴェルラ・カリ・コンビナート 1959 既存コンビナートと

企業の統合

17 チューリンゲン・ゴム・コンビナート 1959 既存コンビナートと

企業の統合

18.フライベルク・コンビナートAlbertFunk 1961 企業統合

19.グーベン化学繊維コンビナート 1961 新設

結合形態1)

垂直

垂直

垂直

垂直

垂直

垂直

垂直

垂直

水平

垂直

水平

垂直

垂直

垂直

垂直

垂直

水平

垂直

垂直

設立年の概で示されるカツコ内の数字は、当該コンビナートが解体された年。

構成2)

単一

複数

単一

単一

単一

単一

複数

複数

複数

複数

複数

単一

複数

単一

複数

複数

複数

複数

単一

1)コンビナート内の生産工程間あるいは事業所間の結合(コンビネーション)様式。

2) ，単一J=単一の大工場からなる。「複数J=複数の工場からなる。

3) VVB二人民所有経営連合

4) SAG=ソビエト株式会社

43-2 

部門

治金(鉱鉄・鉄鋼・圧延)

鉱山・治金(銅，精練)

食品(缶詰、魚粉)

食品(缶詰、魚粉)

鉱山・化学(褐炭化学)

化学

化学

治金

鉱山(銅)

鉱山・化学(カリ化学)

食品(製粉，パン類，菓子類)

鉱山・化学

軽工業(紡績)

鉱山(褐炭)

鉱山・化学(褐炭化学)

鉱山(10ーと合併)

化学

鉱山・治金(鉛・亜鉛)

化学

資手ヰ:Jorg Roesler， Kombinate in der Geschichte der DDR. Von den ersten VVB bis zur durchgangigen 
Kombinatsbildung， in : Jahrbuch fur Geschichte， Bd. 31， 1984 S.236-237 
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第二に，当時のコンビナートには， 1950年に

開始されたソビエト株式会社の人民所有企業へ

の転換(1952年， 1954年と続く)を通じて設立

されたものがあった。ビッグーフェ1レド電気化

学コンビナート(ハレ県)は，管理上は「化学」

部門に所属していたが，生産単位としては異部

門の工場(褐炭火力発電所と化学原料生産工場)

の結合を特徴としていた。また，同じく「化学」

部門に分類されていたビョーレン，エスペンハ

インの褐炭化学コンビナート(双方ともライプ

チッヒ県)でも，褐炭採掘，ブリケット生産，

エネルギー生産，褐炭乾溜，燃料生産の諸工場

が，原料・中間品・副産物の複合利用に向けて

結合されていた問。

第三に，当時のコンビナートには，単一の人

民所有企業内で，連続する原料加工の諸段階に

携わる諸工場を結合して形成されたものがあっ

た。第一次五ヵ年計画の最重点投資対象とされ

た製鉄コンビナートOst(アイゼ、ンヒュッテン

シュタット)では，そうした結合方法に沿って

高炉の増設や平炉工場，圧延工場の新設が行わ

れた。また，同様の結合を特徴とするものとし

ては，魚加工コンビナート(ロストック及びザ

スニッツ)24)があった。これは，漁業基地という

立地上の利点に基づき，原料採取から缶詰加工

に至る諸工程に関連する工場を結合して形成さ

れた単一企業から成るコンビナートであった。

また， 1953年には製粉・パン・焼き菓子製造コ

ンビナート(ライプチッヒ県ヴルツェン)も穀

物生産地の利を活かして形成された問。

これらのコンビナートに共通するのは，設立

23i Jorg Roesler， Kombinate……， S.230-231. 
24)ロストック並びにザスニッツ魚加工コンビナート

の設立は，当時の食糧供給の悪化を，原料獲得から

加工までの一貫生産，立地条件に根ざした工業の育

成によって克服するための「大いなる試み」として，

他の食品工業の模範となった。 BurghardGiesla ， 
Die Ausgangslage und Entwicklung der zentral. 

geleiteten Fischindustrie in der SBZ / DDR von 
1945 bis 1989 ， in: Werner Plumpe/Christian 
KleinschmiddHg.l， a.a.O.， S.159. 
25)こうした食品工業での「コンビナート」化には，戦

時に「地域制限原則 (dasPrinzip der territo. 

rialen Begrenzung) J 26)が採用されていたこと

である。当時のコンビナートは，他県(Bezirk)

に立地する経営の結合を原則的に認められてい

なかったため，原料採取やエネルギー供給など

の経営(褐炭，電力，化学，食品加工原料など)を

起点とする同一県内の，したがって一定地域に

集中する結合を特徴とせざるをえず(脚注20も

併せて参照されたい)，それはコンビナートの地

域的拡大の制約条件となっていた。

第二次五ヵ年計画期 (1956~60年)になる

と，重工業部門の生産拡大，生産過程の機械化

・自動化に向け，.主導的部門 (diefuhrenden 

Zweige)J (エネルギー・燃料，化学，機械製造，

電機)の発展が中心課題とされた。また，コメ

コン諸国との国際分業・専門化が重視され，東

ドイツは，工作機械，電機，化学工業原料の重

要な供給者とされるようになった。この課題へ

の対応は，第二次五ヵ年計画が中断した2可958

年以後の七ヵ年計画期(1959~65年)に本格化

する。その際， 1958年に決定された「化学工業

後から続く食糧供給事情の悪化が関連していた。

重工業優先の投資政策は，消費財供給の不足，価格

上昇につながり，国民の聞には不満が欝積してい

た。 1953年6月11日に「新コース」が提起され，計

画されでいた重工業投資の一部が消費財工業に転

用されることとなった。 1953年6月17日には，消費
物資の供給改善とならんで，賃上げ，労働ノルマの

削減を要求する全国規模での労働者蜂起が発生し

た。この労働者蜂起については，ヘルマン・ヴェー

パー(斉藤哲/星乃治彦共訳)rドイツ民主共和国史

「干士会主義」ドイツの興亡~，日本経済評論社， 1991 
年， 68頁ならびに73-76頁参照。このほか，星乃治彦
「東ドイツにおける1953年6月17日事件カール・
ツアイス・イエナ社の場合 J r社会経済史学』第58

巻第6号，1993年，51-79頁が詳しい。

26) Rainer Breuer， Zum Prozeβder Kombinatsbil 

dung in der lndustrie der DDR am End巴 der
sechziger J ahre， in: Jahr.的chjur Wirtschajtsge-
schichte， 1983/Teil 4， S.29-30 
27)この「中断」については，様々な評価がある。例え

ば，金鍾碩『東ドイツの経済構造~ ，ミネルヴァ書房，

1973年，85頁，および、GertLeptin， a.a.Oり S.41.
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プログラムj2叫ま，化学工業と他部門との結合に

よる「工業の化学化 CChemisierungder lndu句

strie) j，すなわち東ドイツの重化学工業化を目

指すという意味で重要であった。

それに呼応する形で， 1958年には褐炭化学コ

ンビナートSchwarzePumpeが設立された。こ

れは，工業用原料・燃料の輸入石炭から自国産

褐炭への転換を背景に策定された「褐炭・エネ

ルギ一生産プログラムj C1957~58年)を牽引す

る試みとして期待された。同コンビナートは，

コトブス県シュヴアルツェ・プンペ市近郊に立

地する褐炭露天掘り，ブリケット，コークス，

ガスなどの生産工場を，原料または中間品加工

の流れに沿って結合しながら形成されたもので

あった。そこでは，先の「化学工業プログラム」

以後，硫酸，ターlレ，揮発油，フェノール等の

化合原料を生産する 8工場をさらに加えて生産

増大と製品多角化が進められた問。この他，カリ

化学コンビナート(エルフルト県ヴェラ川流

域)，繊維化学コンビナート(コトプス県グーベ

ン)でも，化学工業と他部門との結合が，当該

地域の鉱産資源に立脚する形で追求された。

以上見てきたように， 1950年代のコンビナー

ト化は，五ヵ年計画の重点とされた鉱山，冶金，

化学部門でなされた。また，一時的にではあっ

たが，戦後の食糧事情の悪さから，食品部門で

も実施された。 1950年代後半の第二次五ヵ年計

画では，これらの部門の成長を基礎に，産業構

造をより高度化するという目的(先の「主導的

部門」の重視)から，重機械・工作機械製造，

28) この「化学工業プログラム」は，化学工業原料の生産

増大，品種の拡大，生産のオートメーション化にと

どまらず，そこから導出される科学技術革命の基本

方向を示すものとされていた。詳しくは， Gert 
Neumann， Das Chemieprogramm der DDR， in: 
Jahrbuch jur Wi出 ch4βsgeschichte，1972/T巴i12，S 

244.及び S.257ff.を参照されたい。

29) このように生産増と製品多角化に向けて，石油精製

工場(シュヴェート)の新設，ロイナIIの増設によ

るロイナ化学工場(ハレ)の加工能力の強化がなさ

れた。 Wolfgang Muhlfried巴l/KlausWiesner， a. 
a.O.， S.242. 

電機といった機械製造部門の発展，消費生活向

上のための軽工業・食品工業部門の強化が企図

された。しかし，そこにはなお未解決の問題が

残されていた。

その一つは，重機械・工作機械製造部門での，

とりわけ部品・付属品供給での生産能力低下の

問題であった。 1950年代を通じて行われたこの

部門への投資は，鉱山・冶金・エネルギー生産・

化学工業用の重機械製造，各種工作機械の最終

生産を行う28企業にのみ集中し，他企業は老朽

化した既存の設備に拠って生産を続けねばなら

なかった問。こうした状況は，とりわけ中小規模

の部品・付属品供給企業の生産能力の低下と

なって現われ， '1950年代前半には，工業用の規

格部品の需要が，約50%しか充されえなくなっ

たj31)O それは，機械製造部門の拡大の障害と

なった。同様の事態は，電機部門にも見られ，

ベルリン，へニングスドルフ，デッサウ， ドレ

スデンの 4企業への重点投資が同一部門の他

企業の成長の障害となった問。こうした事情は，

先の「主導的部門」の発展，産業構造の高度化

を阻害する要因となった。

第二の問題は，上述の部門の企業を含む多く

の工業企業が，地域的に分散する中小企業で

あったこと，それらの大半が国家参加企業

CBetriebe mit staatlicher Beteiligung) 33)を

含む私的企業であったことに関連する。

1958年の時点で，従業員数500人以下の企業

数は，人民所有企業では81.2%，国家参加企業

では99.8%，私的企業では99.9%であった。

30) Eb巴nda，S.247-248. 
31) Ebenda， S.248. 
32) Ebenda， S.251. 
33)国家参加企業は，当時，消費財の国内供給・輸出に

おいて重要な存在であった私的企業の資金面・原料

資材供給面から保護・育成すると共に，それらの「人

民所有」化を企図して設立されたものであった。設

立にあたっては，商法の手続きとして合資会社の形

態が採用された。その際，国は50%以下の出資金を

以て有限責任社員として参加し，私的企業の代表

(企業家)は，無限責任社員として参加した。金鍾

碩，前掲書， 133-138頁。



ぬ93.9 策ドイツにおける工業企業の醤家管潔 白JlI 47 (177) 

ぞれらの中小企業が工業総生蓮高に占めている

議会ももう一度所有形態別でみると，人民所

l克，盟家参加企業94.2%，私的企業

98.6%であった判。また，それらの企業の部門・

を見ると，(1)静工業部門(木工品・

繊維，被服・装飾品，皮革・靴，紙-

パルプ， EfJ尉，ガラス・鞠器)や食品部門では，
全企業に共通して，従業員数500人以下の企業が

大学そ占めていた。出金属加工業では，人民所

500人以下の企業は，一般工作機

械73.6%，自動議70.6%，金属製品83.3%，

機59.1克を占め，間家参加企業と私的企業では，

501人以上の企業が例外であった。 (3)飯山，化学

建設資材部門においては，従業蕗数500人

以下の企業が所有形態の別を関わず，いまだに

こうした事揮は，中小を含む全企業をいかに

編成・統合するか，という問題につながった。

上述したように，一般二百乍機械，自動率，覆機

撃さ盗の部門では，一方で部品・村履品の下請供

給の需態，他方で部円内で議終製品の生室主に携

わる中小企業の育成課題が解決dれねばならな

会〉つ また，その龍の部門でも，多数の中小

企業の合理的繰成が課題となっていた。

SED・政府は， 1958年の「国家機関の克或化と

る法律JS6)の総定によって，こ

惑に対応した。 持法揮は，まず先の諸工業省・

し

いては， 1957年のSED第30毘

語家計踊委員会と，その

下位に置かれた諾工業省・

に対する権授と費授が明確にされていな

い31設立家管理機関の官僚主義・

34) Staatliche Zentr設lverwaltung fUr Statistik， 
Statistisches Jahrbuch 1958， Berlin 195き， S. 
334-335.のデータより算定。
35) Ebenda， S.338-339.のデーグよち算定。
36) Gξsetz ubεr die V巴Tvollkommnungund V告処infa

chung der Arb日itdes Staatsapp乱ratesin der 

Deutschen Demokratischen Republik vom 11. 
Februar 1958， GBL.， Nr.ll， 1958， S.117-120. 
37) Ludwig Br日ss/KarlPaul H告nselu.aηWirtscha!ts. 

による行政管理費用の

まれし

の設

置は，その繋請に現実的に対fif5するものであっ

たO

とのような管閣機構の改革を前擦としなが

先の中小企業を含む企業の縁成問題に直接

対処するため， 1958年には，全体で1500以上の

が，先の 7ζ業部局の下で，

業譲別(branchenm泌ig)・製品グループ別に75

の人民所有余業連合(以下，企業連合)聞に統合

され，その管理下に置かれた。その欝，

合tこは，上位の管理機関に集中して

の権限・機能の一部(生産実擁，物詩供給上の

部門関の調空襲，研究・開発)州が委譲され，

連合は，留家計爵委員会と傘下企業主E結ぷ中間

管理機関となった。絞合怒れた全議室は，弘前の

とは違って，法人や経済計算単

位としての地位を失わず， 1952年以来与えられ

ていた椙対的独立性を保持することができた。

syste狩2des Sozialismω im Eψeriment， Frankfurt 
am Main 1号ね， S.120ff. 
38) Jorg Roesl配r，Die Herausbildung'…"  S.145-150. 
39)ここマiふ 1948年に設iLされた「人民所有総営連合J
と区別するために， Ver，己inigung母n volkseigen巴f
Betriebeli: r人民所有企業i康食j とした。というの
も，泌総年以後の迎合傘下絞営(Betrieb)は，法人絡
を有い経済計事季語IJにしたがって活動ずる単枚以企

業と規定されるようになったからマある。当時の企

業譲整会は， I講堂部局を代表する次の絡部丹ごとに編

成された。石炭・褐炭・エネルギーム鉱山・冶金

れ化学工業7，重機・工作機械・自動燃製造32，
建設資材5，軽工業13，食品工芸能6。綴々の企業迷
合は，当綾部門のささまざまな幾種・製品グループを

表わしている。

4合)G記S君tzuber di在Vervol1kommm日19und V記reinfa.
chung…・・，S.119第3条第4項，塁審6条第4，5考察。
なよれそれらの課題のうも，iE:襲撃迷合，祭評議会内

その他の国家機関に委譲され得ない

談窓については，開設家計画委~j議会が引継いだ{第?

条第2項}。
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この企業連合を核とする生産の組織化におい

ては，連合内部の生産と共に，企業連合の外部

の企業との製品グループ別協力関係が重視され

た。それは，連合傘下企業の中からその技術力

と経済力を基準に選定された先導企業を軸に，

地方に分立する中小の人民所有企業，手工業生

産協同組合，国家参加企業，私企業との協力関

係を創出するというものであった4九

この関係を一つの事例に即してみることにし

よう(図2)。重機械・工作機械・自動車製造部

門に所属する企業連合「鉄・非鉄金属・ブリキ

製品」では，地域的に広範囲に分散する24の製

品グループ(食器，鍵，暖房機器，ガス機器，

ブリキ容器など)が設定されていたが，その一

つである「固形・液体燃料用暖房・調理機器グ

ループ」では， 38の連合傘下企業， 11の郡直轄

企業， 21の手工業生産協同組合 8の物資調達

協同組合， 47の私企業(国家参加企業を含む)

が協同生産を行っていた。それらの企業は，さ

らに 6つの品目グループ，かまど(生産拠点:

エノレフルト県アイゼナツノ¥)，褐炭風呂釜(生産

拠点:ゲラ県エJレスターベノレク)，褐炭かまど

(生産拠点:ドレスデン県シュトルペン)，煙

管・煙突(生産拠点:ハレ県アルテルン)，煮沸

洗濯釜(生産拠点:ドレスデン県グローセンハ

イン)，室内暖房機器(生産拠点:プランデンブ

ルク県ラーテノウ)に分類され，各々設定され

た先導企業が中心となって，地域的に分離する

企業の生産を結合していた。こうした製品・品

目グループ別の企業間協力は，個々の製品・品

目グループ別に生産を専門化し生産量を増大さ

せると共に，先導企業の牽引により，企業聞に

存在する経済力・技術力の格差を解消しようと

いう試みであったと考えられよう。

41)こうした中小企業対策の背景には，さらに私企業の
「人民所有」化という政策意図があったものと考え
られる。詳しくは，吉田敬一「東ドイツにおける1972
年の中小企業の固有化政策(下)J，東洋大学「経済論
集」第16巻2号，1991年，などを参照されたい。

この製品グループ別の企業間協力の問題点

は，それが終始「同一製品・品目」の生産に専

門化されていたことであろう。それは，上述の

企業連合が所属する重機械・工作機械・自動車

製造部門で陸路となっていた部品・付属品の供

給を量的に増大するという観点からは，一定の

効果があったと考えられる。しかし、それらを

供給する下請企業が，最終製品生産企業との関

係を結ぶには，つまり各業種・製品グループを

垂直的に結合するには，企業連合間の調整が必

要であった。したがって，企業連合による企業

統合，製品グループ別協力関係には，この垂直

的分業に合理的に対応する視点，そして何より

もそれに対応する組織が欠けていたと考えられ

るのである。

ともあれ1958年以後は，企業連合が中央直轄

工業の生産と管理の組織化の主流をなし， 1950 

年代初頭に始まった「企業」の直接管理や「コ

ンビナート」化による生産技術連関重視の組織

化は影を潜めるようになったのである。

2. 1960年代経済改革期の企業連合とコンビナ

ート

第二次五ヵ年計画の中断後， 1959年に開始さ

れた七ヵ年計画 (1959~65年)4叫ま，東西ドイ

ツ通商協定(1960年)の破棄叫 rベルリンの壁」

の構築 (1961年)による東西ドイツ間交易の障

害などにより，なかなか進展しなかった。そう

した中で，東ドイツ政府は，計画策定・管理制

度を見直し，前述した「主導的部門J (重機械・

42)七ヵ年計画の主要課題は， '1961年までに西ドイツ
の食品・消費財の消費を越すJ (SED第5回大会)と
いう楽観主義に支えられていた。それは「社会主義
建設の新段階」という認識につながった。これには，
西ドイツ研究者の否定的な見解が対峠する。例え
ば， Gert Leptin， a.a.O.， S.41-42. 
43) 1960年8月16日に発効した東西ドイツ通商協定(通
称「ベルリン通商協定J)は， DDR側による「西ドイ
ツー西ベルリン」聞の通行制限(トラック輸送の制
限，西ドイツからの旅行者に対する厳格な検査，西
ベルリン市民の西ドイツ・パスポートを認めない，
等々 )を理由に， 1960年9月，西ドイツ政府によっ
て一時的に破棄(1962年に回復)された。
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図2. 製品グループ別企業間協力の一例(人民所有企業連合「鉄・非鉄金属・ブリキ」に所属する固形・液体燃料用暖房・調理機器製造グループ)

生産領域:かまど

領域先導企業.

J.Erbse国家参加会社
(アイゼナ、yハ)

14 VEB(Z) 

5 PGH 

1 ELG 

G PB'HSB 

生産領域:煙突

領域先導企業:

VEB(K)金属コンビナート
(アルテルン)

8 VEB(Z) 

4 PGH 

7 ELG 

16 PB'HSB 

VEB(Z) : VVB傘下企業

VEB(K) :郡直轄企業

PGH 手工業生産協同組合

ELG 物資調達協同組合

PB 私企業

HSB 国家参加企業

製品グループ別

先導企業(全国24企業)

固形・液体燃料用暖房・調理機器グループ

先導企業:VEB熱機器工場

(エルスターベルク)

生産領域:褐炭風呂釜 生産領域:褐炭かまど

領域先導企業. 領域先導企業:

VEB暖房機器工場の VEB(K)かまど・熱板製造
事務所(エルスターベルク) (シュトルベン)

3 VEB(Z) 2 VEB(Z) 

1 VEB(K) 2 PGH 

4 HSB 5 HSB 

生産領域.煮沸洗濯釜 生産領域.褐炭かまど
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(グローセンハイン) (ラーテノウ)
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1 VEB(K) 5 VEB(K) 

1 PGH 5 PGH 

5 PB'HSB 11 PB'HSB 

資料:Das Buro fur Industrie und Bauwesen b巴imPolitburo des Zentralkomite巴s，Das funktionelle Wirkel1 der 
Bestandteile des Neuen Okonomischen Systems der Planung und Leitung der Volks仰げschaft，Berlin 1964， 
S.65-66 
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工作機械製造，電機，化学等)や消費財部門の

拡充により，西ドイツからの供給に拠らない産

業構造の構築を図った。 1963年7月の「国民経

済の計画策定・管理の新経済制度に関する指

針J44)(以下， '1旨針J)は，そうした産業構造政

策の実現に向けて，経済計画の策定・実施・管

理の厳格化，企業連合への権限委譲，企業連合

及び、傘下企業への経済計算制の導入(いわゆる

「経済的損粁J45)の利用)を改革の中心に据え

た。

「指針」は，とりわけ工業管理の生産原則

(Produktionsprinzip二部門別・業種別管理原

則)を強調し，その実現にあたっては，人民所

有企業連合を工業諸部門の経済的主導機関に発

展させる」州ことを提起した。その条件作りとし

て，まず，国家計画委員会に加えて国民経済評

議会 (derVolkswirtschaftsrat)が創設され，

前者と後者の活動が明確に区分された。国家計

画委員会は，主として生産動向・需要予測に基

づく計画策定過程に関する活動を，国民経済評

議会は，法制化された経済計画の管理活動を

行った。また，管理活動を効率的に進めるため，

評議会の各管理部門(Zweig)を代表する 7つの

44) Richtlinie fur das neue System der Planung und 
Leitung der Volkswirtschaft vom 11.Juli 1963， 
GBL.Teil II.， N r.64， 1963， S.453-481.改革の理由に
関する公式見解は指針」の附帯資料(Anlage1) 
「これまでの国民経済の計画策定及び管理の実践

に関する批判的評価」に示されている。(1)学問的に

根拠付けられた長期計画の未確立， (2)産業部門の構

造や重点企業の技術的・経済的な組織化構想、の欠

如， (3)計画開始時点の生産の停滞と決算期・業績評

価期の生産の異常な増大， (4)'生産原則」の不徹底，

(5)経済計算制の不徹底， (6)企業ならびに企業内労働

集団の生産に対する関心の欠落，(7)生産方法や生産

技術に関連する研究・開発の遅れ，等があげられた。

Richtlinie'" .一， S.482-483.参照。
45) ，経済的積粁 (okonomischeHebe1l Jの利用とは，
経済計画の策定・管理ならびに企業連合，企業レベ

ルでの経済計算，監査において，利潤，生産費，価

格等の概念が使用されるようになったことを指す。

これにより，それまでの物量指向の計画策定・管理

からの脱却，企業，企業内労働集団への物的刺激体

系の創出が追求された。

46) Richtlinie……， S.455 und S.460. 

工業局(Industrieverwaltungen)が設けられた。

その下にはさらに業種(Branchen) を代表すろ

18の部(Abtei!ungen)が設置され(図3)，それが

製品グループ別に編成された企業連合の管理を

行った。

「指針」は，企業連合に対して，最適の，均

衡のとれた生産諸力の発展に向けてJ'生産の一

層の集中，すなわち特化に基づく集中的生産」

「大胆な規格化・品種設定・標準設定，生産能

力の最も合理的な利用」を要請し，その実現に

は，経済管理における生産原則の徹底応用」が

不可欠であるとした4η。また，企業連合には，

1958年の再設立の時点で明確でトなかった経済計

算制の導入が決定され，連合総体の固定フォン

ド・流動フォンド等の形成・使用に関わる金融・

財務活動(銀行借入も含む)を，連合独自の責

任で行うと同時に，傘下企業の経済計算を最終

的に決算・バランス化する責任を負うことに

なった。それに加え，従来国家計画委員会に集

中していた，生産と科学技術進歩の結合，経済

計画案の作成，投資政策の実現，金融・財務監

査の実施，労働生産性の向上，製品の品質向上，

原価引下げ等に関する権限と責任の一部が，企

業連合に委譲されることにもなった州。

企業連合の意義が再設立時にも増して重視さ

れる中で，指針」を軸とする経済改革期には，

1950年代のような中央直轄コンビナートの設立

はみられなかった。「指針」は，既存のコンビナー

トを「必要に応じてJ '人民所有企業連合の枠内

(企業間協力関係:引用者Hこ組入れるJ49)こと
を指摘するに止どまり，コンビナート新設は，

「県直轄人民所有工業J，すなわち地方あるいは

全国への消費財供給に関連する軽工業・食料品

工業に限つてなされた50)。このように，指針」

は，重点部門はもとより，他部門の企業をも，

47) Eb巴nda，S.477 
48) Ebenda， S.460-461. und S.467-477. 
49) Eb巴nda，S.481. 
50)県直轄コンビナートの大半は食肉加工コンビナー

トであった。1966年までに，合計39の県直轄コンビ



1993.9 東ドイツにおける工業企業の国家管理 白川 51 (181) 

図3. 1961年~1965年の工業管理の基本構造日
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VVB:人民所有企業連合

VEB:人民所有企業(他企業との製品グループ別協力を組織する先導企業を含む)

PGH:手工業生産協同組合

HSB:国家参加企業(国が50%以下の出費をして設立された私企業)

括弧内は部局数あるいは企業連合数・企業数

1)国民経済評議会は， 1965年まで閣僚評議会の付属機関として活動していたが1966年に解散， 1966年以後は国家計画
委員会がその機能を兼務することになった。

資料:Das Politburo fur lndustrie und Bauwes巴nbeim Politburo des Zentralkomitees der SED， a.a.O.， S.14-15 

なお，同書 S.22-23.及び，Bundesministerium fur innerdeutsche Beziehungen (Hrsg.)， DDR Handbuch， 2 

vδllig uberarbeitete und erweiterte Aufl.， Koln 1979， S.181-182などを参考に加筆・訂正した。

企業連合を主導的経済機関とする工業管理の下

に置いたのであり，また異部門・異種生産工程

の結合を必要とする生産が行われる場合には，

企業連合が組織する企業間協力の中にコンビ

ナートを「組込む」としたのである。

経済改革の第二段階の先駆けとなったSED

第11回中央委員会総会(1965年12月)は，第一

ナートが設立され，その内32は食品工業であった。

また， 32のうち23は食肉加工コンビナートであっ

た。そこでは，屠殺，解体・加工，冷蔵の諸過程が

有機的に結合されていた。コンビナート数について

は， Jorg Roesl巴r，Kombinat巴……， S.252.Tabelle 
2を参照。

段階(，指針」による改革提起)が，計画策定・

管理の新経済制度の適切さ」を証明し，一連の

行政的要素を克服した」と評価したものの，計

画の策定・運営には未解決の課題が残されてい

ることを強調した5九その課題とは，経済管理機

関の重層構造の「簡素化」と企業連合と国家管

理機関の権限・機能をより「明確に区別」する

ことであった52)。

51) Walter Ulbricht， Probleme des Perspektivplanes， 
11.Tagung des ZK der SED 15.-18.Dezember 

1965， 2.Aufl.， Berlin 1966， S.14-15.und S.18. 

52) Walter Ulbricht， a.a.O.， S.54-55. 
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は，

解体(1966年6月)と，ぞれに伴う 7つの工業

(化学，重機械・設備製瀧，蕗業・冶金・カ

リ，加工機械・車関製造，

-食品〉の創設であった。こ

は， まで舗民経済評議会に集中していた議

患と された 7工業翁に委譲ずるも

のであったと問時に，工業省と企業連合の役顎i

を明確にするものであった。

それに加えてSED第7凹大会 (1967年)以降

には，企業連合の見遊しゃ，コンビナート設立

に関する議論が得浮上した。ぞれは，ぞれまで

の経諦成長をリードしてきた講捺，カリ，ヨエネ

ルギー，化学工業課料などに代わり，科学技術

進歩の生産への応、用，生産の磯域化・自動化，

製品多角化を目握して，電機・電子，精密機器，

工作機械，重機械・設備，石鴻化学などの，い

わゆる「構造規定的部門 (diestrukturbestim-

menden Zweige) J に産業構造政議の重点が置

かれたことに関連ナるものであった。それらの

さBrうの最終製品生産金業は，品種的にも多岐に
亘る大量の中間品・部品供給を必要とすると同

時に，関内外での販売・輸出拡大のための製品

多角化に対応、ずる必要があった。そして，それ

は，読存の，あるいは新設される

が有機的に線成・組織化される必要

である。
7 

'- 1967年には「講選規定的

部門」において，実験的にコンピナート

さされた。光学機器菱製造ゴンピナート CarlZeiss 

Jena(エルアルト県ょにルブノレト).時計製7告コン

ビナート主uhla(ベルリン)， 

工場(ハレ県ヘテシュデッりならび、にケーブ

ル製造工場Wi1lhelmPieck (ペノレリン・オー

ヴァーシュプレー〉がそれであった。 1968年に

はその或采を受けて r人民所有コンザナートの

設立とその法律的地設に関する

(以下， 1968年コンビナ}ト令)53)が公布され，

53) Verordnung ub記rdie Bi1dung und 1之をchtsst母lIung
von volkseig.記念母nKombinaten vom 16.0ktorb日r

コンビナートの設立が法制免される連びと

なった。関語探評議会令が発効した1969年から

は r構溺規定的部門」だけでも， 20vこも及ぶ中

央臨轄コンビナートが新設さ予れた 。こ才L

に加えて，既存コンビナートへの企業の追加統

合(表2錆考籍〉がな怒れた。表1(前掲)と

2を詑較すると，鉱山，冶金，化学においては，

1950年代に設立さ予れたコンビナートが1960年代

まで存離してきたことがわかる。ぞれらは，

1950年代には他察のま長業との統合が叡j摂される

れたのだが.1968年コンビナート

以後にその制限が議議され，地域的拡大を遂げ

ることになった(1968年以後の「コンビナートJ

は，このように恨県にまたがる企業統合 r結

合企業」の襲擦を含むものとして理解されたい。

開設おも参照のこと)0

こうしてコンビナート設立が再注詩される

方で，金業連合の見直しが講:壊されるように

なった。企業連合は，先にあげた

に規制され.f車部門の企業とむ協力に標して，

その上位機欝の斌思決定後邦がねば

ならず，その編成・組織上の合理性・効率性が

疑熊千葉されるようになっていた。さらに r講造

調定的部Fもが政築的に議視されたことにより，

奥部門艶お分業の必要性が高まり，企業統合の

問…部門・業譲に限定することは，

的ではなくなっていた。そうした事情が r経済

鑑識の改善を通じて，従来に採用されていた経

務組織の諸務態(人民所有企業連合など:引用

よりも高い経液効果が達成されねばならな

いJ(第 1条第2項)という

年以後のコンビナート位となっ

つながり.1969

したので

ある。ただし，ここで栓意しなければならない

のは，コンピナートへの統合の対象となった中

小企業が，企業連合の製品グループ別企築構協

によって育或されてきたことである。

企業開の垂躍的分業安創出するという

1968， GBL. Teil Il.， Nr.121， 5.963-965.コンビナー
トそ法制化したものとしては，この閣僚評議会令主主
初めてである。
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表2. 1973年以前の中央管轄コンビナート

コンビナート名 本部場所 管理形態 従業員数 所属企業数 備考

褐炭・エネルギー工業省

l ガス・コンビナートSchwarzePumpe シュヴ71レツェ・プンペ 主力企業型 25000 6 褐炭採掘・褐炭化学・ガス製造の結合

鉱山・治金・カリ工業省

2.鉄鋼コンヒ合ナートHermannMartenアイゼルヒュッテン 主力企業型 20000 6 アイゼンヒュッテンシュタット鉄鋼

シュッ夕、yト 所を主力企業として再編

3 高品質・特殊鋼コンビナート プランデンブルク 主力企業型 32000 6 IVlaxhutteとウンターウeエレンヴェルン

製鉄コンビナートの合併

4.鉛・鋼管コンビナート リーサ 主力企業型 33000 5 

5.カリ生産コンビナート ゾンダースノ、ゥゼン 主力企業型 32000 6 1959年に設立されたヴェルラ・

カリ・コンビナートを統合

6.鉱山・鉄鋼コンビナート AlbertFunk フライベルク 主力企業型 10000 12 

7. マンスアェJレト・コンビナート WilhelmPieck アイスレ}ベン 主力企業型 46000 11 ヘテシュテッ卜の人民所有企業連合

「非鉄金属部品製造Jの6企業合併

8.鉄鋼コンビナート ハレ 4500 8 

化学工業省

9.繊維化学コンビナートWilhelmPieck シュヴアルツァ 主力企業型 29000 10 

10 石油化学コンビナート ビッターフェルド 主力企業型 32000 ピッターブエjレド電気化学コンビナ」ト

を主力企業として再編

11.石油化学コンビナート シュウ、エート 主力企業型 30000 12 ヒーョーレン化学コンビナートカ統合

12 ヴェルフェン写真会社 ウ、オlレブェン 主力企業型 18500 6 

13 ロイナ工場 ロイナ 単一企業型 30000 DDR最大のコンビナート

14 ブーナ化学工場 シュコノfウ 本社型 20000 4 ギョjレツァウ・タール加工コンビ

ナー卜が統合された

電気技術・電子工業省

15.電子コンヒeナートRobotron ドレスデン 本社型 70000 21 1978年に16と合併，主力企業

型管理専入

16 電子コンビナートZentronik ショメルグP

17. Carl Zeiss J ena イエナ 本社型 44000 17 

18.セラミック工場 ヘルムスドルフ 主力企業型 23000 22 

19.ケーブル製造コンビナートOberspree ベルリン 主力企業型 17000 13 

20.電気機械製造コンビナート ドレスデン 主力企業型 24000 12 

21.蒸気機関車・電気化学工業HansBeimler へニングドルフ 主力企業型 13000 

重機械・設備工業省

22.重機械製造コンビナート ErnstThalmann マクデブルク 主力企業型 28000 14 

23.重機械製造コンビナート KarlLiebknecht マクデプルク 主力企業型 15000 4 

24.ポンプ・圧縮機製造コンビナート ハレ 主力企業型 10000 15 先導企業型管理との混合
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25. "クデブルガ一計器コンビナート マクデブルク 主力企業型 6700 

26. ORSTAー水圧・油圧装置コンビナート ライフゃチッヒ 主力企業型 15500 

27.空気・冷凍技術コンビナート ドレスデン 22000 22 

28 プラスチック加工機製造コンビナート カール・マルクス・ 1979年に31.と合併
シュ夕、y卜

工作機械・加工機械製造工業省

29.工作機械コンビナートFritzHeckert カール・マルクス・ 主力企業型 25000 18 

シュタッ卜

30.工作機械コンビナート7.Oktorber ベルリン 主力企業型 20000 8 

31. 素材加工技術コンビナートHerbertWamke エノレフルト 主力企業型 28000 15 

32.作業機コンビナート シュマjレカルデン 主力企業型 13000 21 

33.持計製造コンビナート ルーラ 6 1979年以降、エルフルト電子

34 印昂リ・グラフィックコンビナート ライフ、チッヒ 主力企業型 15000 
コンヒ叩ナートの先導企業

13 

35 医療・実験機器コンビナート 主力企業型 10000 14 

軽工業省

36.繊維コンビナート コトブス 主力企業型

ガラス・セラミ、yク工業省

37.チューリンギア・コンビナート ゾンネベルク 5 

資料 ManfredMeltz巴r/Angela Scherzinger/Cord Schwartau. Wird das Wirtschaftssystem der DDR durch 

vermehrte Kombinatsbildung effizienter ? ， in: Vierteljahrshefte zur Wi出 chaftお;forschungdes DIW， Heft 4， 
1979， S.388-389なお同資料では， 35 医療機器・実験機器コンビナートは，一般工作機械・農業機械・自動車工

業省に分類されていたが， 1972年までは工作機械・加工機械製造工業省に所属していた。 1973年以降に一般工作

機械・農業機械・自動車工業省に省換えしたとするのが正しい。備考については， Jorg Roesler， Kombinate....... 

S.253ff.を参考にした。

味では問題点を有していたが，その同一部門・

業種に限定した生産の集中・専門化は，個々の

企業の生産能力の向上，格差解消に寄与したと

考えられるからである。

表3に見られるように，コンビナートは，総数

で1967年の17から1968年の35に増加し， 1968年

コンビナート令が発効した1969年から1970年末

までに120に急増した。また，それらの中央直轄

工業の総生産高に占める割合も， 6% (1967年)，

23% (1968年)， 60% (1970年)へと急速な高ま

りをみせた54)。それらのコンビナートの中には，

54) Jorg Roesler， Kombinate……， S.257 

1968年コンビナート令(第7条第3項)に沿っ

て企業連合の管理下に置かれたものが多く，

1971年には，全体で120のコンビナートのうち，

83(約七割)がそうした企業連合傘下コンビナー

トであった。

以上みてきたように， 1960年代末からのコン

ビナート化は， 1960年代半ばの産業構造の転換

(r構造規定的部門」の重視)に沿って推進され，

それは企業連合に代わる組織の可能性を示すよ

うになった。また，中央直轄コンビナートの設

立と並んで，企業連合内部にコンビナートが組

込まれたことは，異種生産工程の技術連関を重

視する企業の編成・組織化が，生産企業の部門
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-業種・製品グループ別統合を基本とする企業

連合にも不可欠となったことを示したのであ

る。

表3. 1967年から1981年までの工業コンビナート数とその内訳

年度 総数 中央直轄 企業連合

コンビナート 傘下コンビナート

1967 17 

1968 35 

1969 

1970 120 37 83 

1971 

1972 120 37 83 

1973 142 38 104 

1974 40 

1975 146 45 101 

1976 45 

1977 45 

1978 154 54 100 

1979 128 93 35 

1980 130 130 。
1981 133 133 。
資料:Jorg Roesler， Kombinat巴……， S.265.1979年の数
字は， Reiner， Breuer， Zum Prozes der Kom 
binatsbildung in der Industrie der DDR am 

Ende der sechziger Jahre， in: Jahrbuch j包・7

Wirtschajtsgeschichte， 1983/TeiI4， S.50.から抜
粋。

3.コンビナー卜の「国家機関化」とコンビナ

一卜定義の変化

1970年代に入ると rコンビナート」は，組織

上の決定的な転換期を迎えた。そのきっかけは，

1969年末に公布された「人民所有コンビナート

の任務・権利・義務の一層の改善に向けての閣

僚評議会決定J55)であった。この「決定」により，

中間レベルの国家管理機関として位置付けられ

てきた企業連合の権限・権利・義務が rコンビ

55) Beschls zur weiteren Gestaltung der Aufgab巴n，

Rechte und Pflichten der volkseigenen Kom-

binat巴imPlanjahr 1970 vom 10.Dezemb巴r，GBL. 
Teil 11.， N r.5，1970， S.19 

ナート」に全面的に委譲されることになった(以

下 r国家機関化」とする)。これは，もともと

生産組織として定義された「コンビナート」が，

企業連合と同様の管理組織としての機能を有す

るようになったことを意味した。

さらに， 1973年に公布された「人民所有企業，

コンビナート，人民所有企業連合の任務・権利・

義務に関する閣僚評議会令」聞は，従来の「コン

ビナート」の定義を変更した。前述したように，

「コンビナート」は， 1950年代には，統合され

る工場・事業所の一地域への集中や異部門の工

場・事業所の生産技術連関に基づく生産単位と

して理解されてきた。また， 1960年代末からは，

地域的に離れた工場・事業所の統合をも含む生

産単位とされてきた。しかし， 1973年「閣僚評

議会令」は r物的生産の分野におげる経済単位

としてのコンビナートは，製造品目あるいは生

産工程の共通性，あるいは技術的に制約された

生産諸段階の依存性によって結合している諸企

業から成る」刊という定義を与え rコンビナー

ト」の編成原理を修正した。この定義の前半部

分で示されている「製造品目あるいは生産工程

の共通性」は，企業連合の編成原理であった。

そして r技術的に制約された生産諸段階の依存

性(有機的連関:引用者)Jを示す後半部分は，

従来の「コンビナート」定義を踏襲したもので

ある。これにより rコンビナート」の定義は，

以前のような統一的編成原理で把握できるもの

ではなくなったのである 58)。

56) V巴rordnunguber die Aufgaben， Recht巴 und

Pflichten der volkseigenen Betriebe， Kombinate 

und VVB vom 28. Marz 1973， GBL. Teil 1.， Nr.15， 
1973， S.135 

57) Ebenda.第24条第1項。

58) Autorenkollektiv， Okonomisches Lexikon H -P， 

3.， n巴ubearbeitete Aufl.， Ber1in 1978， S.225-226.; 
Autorenkollektiv， WlげschaftlicheRechunungsfuh-

rung， 1. Kapit巴1，2.， wesentlich uberarbeitete 
Aufl.， Ber1in 1981， S.l6ff.; Autorenkollektiv， 
50zialistische Betriebswirtsch({β…一"5.41などに
は，もはや従来の「コンビナート」定義は見られな
し〉。
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第2節 1979年コンビナー卜改革と経済管理制

度の改革

1， 1979年コンビナー卜改革の背景

コンビナートの数的拡大・統合方法の変化・

「国家機関イ七」を前提としながら， 1970年代後

半からは，企業連合のコンビナートへの転換を

通じて，大幅な生産組織の改革が実施された。

ここでは，この改革の直接の背景となった1970

年代の経済環境と経済政策の変化について概観

しておくことにしよう。

1960年代後半の経済政策の基調は，科学技術

進歩，研究・開発成果を積極的に生産に応用し，

「投入産出」関係を改善しながら生産を増大

するというものであった。そしてそれは「構造

規定的部門」を重視する形で実施されてきた。

ところが， 1970年代に入ると「経済政策と社会

政策の統一J (SED第8回大会以降のいわゆる

「ホーネツカー路線J)が提起され，消費財生産

や住宅建設への投資，社会保障の充実が優先さ

れるようになり，重化学工業を重点とする政策

は後退するようになった。その一方で r生産力

基盤の近代化」を目指して西側技術の移入が図

られ，基礎原料・技術の輸入を輸出で賄うとい

う構造を作ることが目指された。

1970年代前半の成長部門は，電子・電機，工

作機械，重機械・設備，石油化学(プラスチッ

ク，人造繊維)であったが， SED・政府は，それ

らの「近代化」を，国内技術だけではなく西側

技術の導入を通じて，急速に展開することを望

んだ。しかし，この時期，国が政治的・経済的

に外に聞かれたこと (1972年の東西ドイツ基本

条約の締結など)により，東ドイツは，先進資

本主義諸国を含む諸外国の影響にさらされ r近

代化」戦略は， 1970年代後半に暗礁に乗り上げ

た。褐炭・カリ以外のめぼしい天然資源を持た

ない東ドイツは，石油，天然ガス，石炭，非鉄

金属鉱，木材などの輸入に依存し，それを加工

原料，工作機械，自動車，船舶，繊維・被服な

どの工業製品の輸出でカヴァーするという構造

に規定されていた。しかし， 1970年代半ばを過

ぎたあたりから状況は一変した。ソ連からの原

油供給という状況もあり， 1973年の第1次オイ

ルショックはただちに打撃を与えるものではな

かったが， 1975年に導入されたコメコン域内契

約価格聞の変更と一定のタイム・ラグを伴って

騰貴した完成品価格は，輸出の困難，西側から

の輸入の困難を生み，東ドイツの交易条件を悪

化させた。特に，当時は，いまだ世界市場価格

の約三分のーにすぎなかったソ連産原油価格が

引上げられたこと削，西側先進国(特に，西ドイ

ツ)の機械・技術等の輸入が高価になったこと

により，すでに1960年代後半からみられた東ド

イツの貿易赤字は急激に増加した。この事態は，

燃料・工業原料の石油から園内産褐炭への切換

え，西側技術の導入の削減へとつながり， 1970 

年代後半からは，国際競争に見合った国内産業

構造の構築と圏内の研究・開発体制の拡充が求

められるようになった。 1970年代前半を通じて

工業投資の水準の低下が目立つた化学，電子・

電機，精密機械・光学部門で， 1975年から投資

が増加したことは，その一つの反映であったと

いえよう。こうした動きは， 1979年頃からコン

ビナートが，生産組織として，そしてまた管理

組織として改革されることにつながったのであ

る。

2.新たな総合戦略とその問題点

1979年の「人民所有コンビナート，所属企業，

人民所有企業に関する閣僚評議会令J (以下，

59) 1975年にコメコン契約価格の変更が決定されたこ

とにより， 1976年からは世界市場における過去五年
間の価格の平均で原油が取引されることとなった。

Maria Haendcke-Hoppe， DDR-Ausenhandel im 

Zeichen schrumpfender Westimporte， in: Deutsch-

land Archiv， Heft 10，1983， S.1070. 
60) Wolfgang Stinglwagner， Genugend Energie fur 

di巴 Zukunft? Effizienz und Strukturmerkmal巴

des Energieeinsatzes in der DDR， in: Deutschland 

Archiv，Heft 3，1983， S.267 
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1979年コンビナート令)以降，新たに再編され

たコンビナートは，従来のように生産過程だけ

を統合する組織ではなかった。それは，コンビ

ナート内により一貫性のある再生産過程を組織

するため，研究・開発施設，合理化設備製造工

場，部品・付属品供給企業，国内外向けの販売・

輸出入企業・顧客サービス施設を統合するもの

であった61)。これにより rコンビナート」の定

義は， 1973年のそれよりも，さらに広い意味で

使われることになった。

こうした統合の第一の課題は， 1970年代の経

済状況の変化に対応する貿易企業のコンビナー

トへの統合で、あった。統合以前には，貿易企業

はすべて貿易省の直轄下におかれ，輸出入活動

を仲介していた。その際，貿易企業は，獲得し

た外貨利益を国庫に納入していた。コンビナー

トや企業には外貨利益から貿易企業の仲介マー

ジン等を差し引いた金額が国内通貨で支払われ

た62)01978年になると，コンビナ一トは，貿易省

の管轄下におかれた貿易企業の仲介を受けずず、，

独自に貿易活動を展開することを認められた回

が，この試みは，コンビナート内で専門販売員

61)同閣僚評議会令はコンビナートは，科学技術施

設・生産施設・販売施設を有している。コンビナー

トは，国民経済，国家，輸出，国民への物財供給に

向けて最終製品の効果的かつ適正な生産を目標と

し，それに必要とされる合理化手段の製造，重要な

下請生産，販売・顧客サービスのネットワークを取

込みながら，科学技術研究，生産の企画，技術的準

備作業を密接に結合させることを約束する。コンビ

ナートは，投入・産出関係を常に改善することを目

指し，計画を通じてより一貫性のある再生産過程を

組織し，それに向けて特化・集中・協業を深化させ

るJ (第1条第1項)と定義した。 Verordnunguber 

die volkseigenen Kombinat巴， Kombinatsbetriebe 

und volkseigenen Betrieb巴……， S.355これによ

り， 1973年の「コンビナート」定義が拡大された。

62) 1964年に導入された外貨マルク (Valutamark)と外

貨との交換比率は製品別・国別で異なり，実際の販

売活動，契約締結においてのみ示された。

63) Erste Durchfuhrungsb巴stimmungzur Verordnung 

口berdie Leitung und Durchfuhrung des Aus巴n

handels -Eigengeschafstatigkeit一， vom 17. 

November 1978， GBL.Teil 1 .， Nr.41， 1978， S.443. 

が養成されていなかったこと，西側への出張を

許可された人材が不足していたこと叫などもあ

り，積極的に展開されないまま終わってしまっ

た。

1979年以降は，こうした貿易企業とコンビ

ナートの関係を改めるため，貿易企業のコンビ

ナートへの統合が構想された。統合にあたって

は，コンビナートの製造品目と貿易企業の販売

品目の一致が条件とされた。但し，そうした一

致があっても，コンビナートの生産量が貿易企

業に課された販売量や売上げ額に満たない場合

には，同一製品を生産するいくつかのコンビ

ナートの販売を，工業省管轄下の貿易企業が一

手に請負うという形が採られた問。

貿易企業の統合に対して，貿易省は反対して

いた。その後，貿易省の貿易企業に対する指導・

監督権限は維持されるという前提で，工業省と

貿易省の間で以下の内容の合意がかわされ，統

合が決定した。

(1)貿易企業が独立した企業としてコンビナー

トに統合される場合，貿易企業の長はコンビ

ナート長の販売にかかわる権限を有する。 (2)貿

易企業の支屈はコンビナートに統合されるが，

貿易企業の支庖長は同時にコンビナート管理本

部の構成員となる。その際，貿易企業の管理は

工業省の指導・監督下に置かれる。 (3)貿易企業

が工業省の指導・監督下に置かれた場合，貿易

企業長は外部企業の一員としてコンビナートの

トップ・マネジメントの構成員となる66)。

統合の実施により， 1981年の時点で，合計54

の貿易企業のうち， 24が工業省の管轄下に置か

れ， 25がコンビナートに所属し，残りの2つが

6~) Gernot Schneider/Manfred Trader ， Zur Genesis 

der Kombinate der zentralg巴leitetenIndustri巴in

der D巴utschenDR， in Berichte des Osteuropa 
-lnsituts an der Freien Universit.占'tBerlin， Reihe 
Wirtschaft und Recht Heft 137， 1985， S.l20. 
65)この二つの形態については Autorenkollektiv，

Sozialistische Betriebswirtschajt lndustrie......， S. 
433-434.を参考とした。

66) G巴rnotSchneider/Manfred Trader， a目a.O.，S. 
101-102. 
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貿易省の管轄下にとどまった67)(表4)。統合の効

果としては，生産から販売(輸出)までの期間

短縮，国際市場の需要動向へのコンビナートの

関心の向上が期待された。また，輸出を大幅に

拡大するため，輸出計画が超過達成された際に，

コンビナート内に超過分の外貨が当該外貨勘定

で留保される可能性が与えられた問。

しかし，この統合は最初から問題を抱えてい

た。前述したように， 1970年代末から1980年代

初頭には，東ドイツの交易条件が著しく悪化し

ていた。そうした中で，輸出に関する責任が二

つの省へ分散されたことは，貿易省の負担軽減

にはなったものの，工業省やコンビナートには

負担増となった。また，貿易の成果の配分や使

途の決定における工業省と貿易省の見解の不一

致が，コンビナートの経営方針を消極的なもの

にしがちであった。さらに実務においても，貿

易活動に必要な「キリル文字のタイプライター

(コメコン貿易との関連:引用者)，さらには外

国語のできる代理屈職員，国家保安省から外国

出張を許可された海外販売員が不足」聞してい

たが，その調達はすべてコンビナートに任され，

もともと貿易活動とは無縁であったコンビナー

トの側に負担感が生まれた。そうした負担・責

任の増大を回避するために，多くのコンビナー

トは，貿易企業の統合を先送りにしたり，圏内

販売向けの生産に特化しがちであった川。

統合の第二の焦点は，合理化用機械・設備等

を内部で製造(以下，-内製J)するために機械・

67) Maria Haendcke-Hoppe， Die Umgestaltung des 

Ausenhandelsapparates in der DDR， in: Deusch 

land Archiv， Heft 4，1981， S.378.なお，貿易省管轄

下にとどまった貿易企業は，プラント輸出・工業機

械輸入，国際見本市に関連するものであった。

Autorenkollektiv， Sozialistische Betriebsωirtschajt 
I日dustrie......，S.433 

68)但し，留保された外貨は，輸出向けの生産に投入さ

れるという制約があった。 Autorenkollektiv，

Stimulierung in 1目dustriebetrieben und Kom-

binaten， Berlin 1982， S.122-123. 

69) Gernot Schneider/Manfred Trod巴r， a.a.O.， S.120. 
70) Ebenda， S.120-121 

設備製造工場を，個々のコンビナートに統合し，

またコンビナートの研究開発能力を高めること

にあった。これは，先端技術を軸とする合理化，

弾力的機械化・自動化を推進し，労働生産性と

国民所得の増大を図るという， 1960年代以来の

科学技術政策の基本に対応する積極的な試みで

あるように思われた。しかし，現実には，西側

技術の導入が困難になっていたこと(貿易圧力，

ココム規制の影響)，貿易赤字や対外債務解消に

向けて，電子・電機製品(例えば， NC工作機械，

電子部品など)が大量に輸出されねばならな

かったことから，国内における生産手段需要の

充足が困難となり，生産手段の「内製」が強く

要請されたのである。その際の問題は，-内製」

に先立つ研究・開発が，特殊コンビナート的に

なされたことにあった。それは，一面では個々

のコンビナートに適合的な生産技術を開発・導

入することにつながったが，他面では「先端技

術の開発に必要な専門化や協力の効果の放棄」

「国際的に見ても，条件付きでしか競争力を示

しえず，技術的にも自給自足的イノヴェーショ

ン」といった性格を持つものでもあった7~した
がって，先端技術を軸とする合理化・機械化・

自動化という政策課題の実現は，当初から問題

点を抱えざるをえなかったのである72)。

71) Hannelore Hamel/Helmut Leipold， Wirtschafts-

reformen in der DDR -Ursachen und Wirkungen 

-in: Arbeitsberichte zum Systemveなたたh(For-

schungsstelle zum Vergleich wirtschaftlicher 

Lenkungssysteme) ， Nr.10，1987ふ36.同様の指摘

は， Rudolf Gerisch/Willy Hofmann， Aufgaben 

und Probleme der Entwicklung in den Kom-

binaten zur Erhohung der volkswirtschaftlichen 

Effektivitat， in: Wirtschajtswissenschajt， Heft 2， 
1979， S.l33.にも見られた。

72) 1980年代の投資政策の基本が「既存設備の近代化」
に置かれたことは，さらに問題を深刻なものにし

た。それは内製」の目的が，既存設備の部分改良

による生産性の引上げに終始することにつながっ

た。その結果，改良に比して高くつく最新設備の開

発は敬遠されがちであった。 Werner Gruhn/ 

Gunter Lauterbach， Rationalisierungsmittelbau 

mit neuen Aufgaben， in: Deuschland Archiv，Heft 

11，1984， S.1180. 



1993.9 東ドイツにおけるこじ業全議の密家管理裏 白111

表4. DDIえの貿易企淡(ぬ81年1月1日時点)

貿易会議襲名

し食品ukemaExport!Import (K) 

2. VEB C註rlZeiss J告na(K)

ぶ Chemieanlag記nExport!Import (K) 

ふ ElektronikExport.lmport(K) 

5. Fischimpex Rostock (K) 

6. FORTSCHまITTLANDHASCHlNEN主XPORT-IMPORT(K)

7. GERMED-export-inport (K) 

8. Kali揃Bergb昌u(K)

9. VE Kombinat Kohlev告rsogung(K)

10. ML W intermed司expott.Import(K) 

11. ORW叩oExport-Import (K) 

12. VEB Philatelie Wer註sdorf(F)

13. VEB P母troch邑misch巴sKombinat Schwedt (K) 

14. Pneumant-B巴reifung告ロ Export-Import (K) 

15. Poly患raph-Export!Import(K) 

16. Robotron Export!Import(K) 

17. Schienenfahrz巴ugeExport!Import (K) 

18. Schiffcommerz(K) 

1き.SKET Export/lmport (K) 

20. T AKRAF Export!Import (K) 

21. Textima-Export!Import (K) 

22. VE Kombinat VεrbundぉetzEnergie (K) 

23. Ver・packungund Burob巴darfExport!Import (K) 

24. Walzlag日rund 災ormteileExport!Import (K) 

25. Zellstoff und Papier Export!Import (K) 

1. B日r1inerImport-Export鳴GesellschaftmbH 

2. Buchεxport 

3. Chemi邑 Eχport-Import

4. DEFA Ause会handel

5. Dξ磁波sa

6. Elektrotechnik Export-Inport 

7. FURCHTIMEX 

8. GENUSSHITTEL IMPORT澗EXPORT

仏 Glas-Ker註mik

10. Heim.El巴ctricExport-Import 

11. HolzぺmdPapier Export.lmport 

12. Industrieanlagen.lmport 

13. in土台rcoop

主たる取扱品問

懇談資材，遊撃設機械

光学機器禁，集積額務

化学工業用設備

電子部品

生鮮魚、貝類，缶詰

カワ

褐炭，石炭

医療機器・義差異

ブィ JL〆ム

使用済み切手

寝泊化学製品

タイヤ

電子機穏・部品

機関車，客室経

絡送船，漁船

霊堂機械

褐炭採掘設備，グレーン

綴主義工業用機械

電力

包装用機器，事務用品

ベアリング

パルプ，紙

議害警…毅

化学原料，化学製品

狭遜配給

楽器，説異

電子技術

果物，野菜

開設好品

ガラス製品，陶器

芸家電

木材，紙

工業潟一般設備

59 (189) 
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14. INTERPELZ 

15. Intrac Handelsgesellschaft mbH 

16. Isocommerz GmbH 

17. LIMEX-BAU-EXPORT-IMPORT 

18. Metallurgiehandel 

19. NAHRUNG EXPORT-IMPORT 

20. Spielwaren und Sportartikel Export-Import 

21. Techno Commerz Gmbll 

22. TEXTIL COMMERZ 

23. TRANSPORTHASCHINEN EXPORT-IMPORT 

24. Union Haushaltsgerate export-import 

25. WMW EXPORT-IMPORT 

26. Zimex GmbH 

毛皮，毛革製品

建設資材

金属製品

食品一般

玩具，スポーツ用品

繊維製品一般

輸送機械

日用品・雑貨

工作機械

注)表中の(K)は，貿易企業がコンビナートに総合されていることを示す。
これらの貿易企業以外にも，対外サービス供給会社，各種エージェント会社がある。

資料:Maria Haendke-Hoppe， Die Umgerstaltung des Ausenhandelsapparates in d巴rDDR， in: Deutschland 
Archiv，Heft 4，1981， S，383の表に加筆・修正した。

この生産手段の「内製」は，コンビナート内

の研究・開発にも強く関連していた。研究・開発

の分野では，基本的に次のような分業体制がで

きあがっていた。すなわち，工業のあらゆる分

野に及ぶ、基礎技術研究は，科学アカデミー付属

研究所や大学が行い，特定部門の生産の技術開

発は，各工業省の管轄下に置かれた研究所が行

うというものであった。 1979年からは，研究・

開発をより生産現場に近い，コンビナート内部

で行うことになった。例えば，電子コンビナー

トRobotronは，独自の研究技術センターと技術

サービス部を設け，同コンビナートに所属する

企業の生産に関連する技術開発，新製品の開発

などを担当させていた7九また，同じく電子・電

機工業省管轄下にあったへルムスドルブ・セラ

ミック工場でも，研究技術センターが新たに設

置され，フェライト，点火プラグ，集積回路ボー

ド，変圧器用材等の製品開発や工場内の合理化

73)詳しくは，犬飼欽也，前掲論文「新型コンビナート

形成による適応-DDR管理計画化の新段階(I)一J，
66-68頁参照。

のための設備の開発が行われていた74)。こうし

た試みは，技術革新プロセスの内部化という意

味では肯定評価の対象となるだろう 7九しかし，

西側技術の輸入の困難への一つの対応策として

なされた特殊コンビナート的研究・開発は，か

えって国際的水準への接近を遅らせる原因に

なったとも考えられるのである。

3，コンビナー卜化と経営管理

前述の統合を法制化した1979年コンビナート

令を前に， 11工業省管轄下76)のコンビナート数

74) VEB Keramische Werke Hermsdorf， Ein J ahr-
hundertwerk -Keramische Werke Hermsdorf 

1890-1990 100 J ahre Technische Keramik， 1990へ
ルムスドルフ・セラミック工場の業務資料である。

75)このような肯定的評価は，留保条件はあるものの，
犬飼欽也，前掲論文(I)，67-68頁にも見られた。Man-

fred Meltzer/ Angela Scherzinger/Cord Schwar-

tau， a.a.O.， S.381.でも，コンビナート内の研究開発
体制が「生産への導入までに至る諸段階の研究・開
発の効率を高める」という見解が示されていた。
76) 11工業省とは， (1)褐炭・エネルギー工業省， (2)鉱山・
冶金・カリ工業省， (3)化学工業省， (4)硝子・セラミツ
ク工業省， (5)重機・設備建造工業省， (6)工作機械・
農業機械・車両製造工業省，(7)作業機・加工機製造
工業省， (8)電気技術・電子工学省， (9)軽工業省， (1同

地質学省，仙県直轄工業・食品工業省である。
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は， 1973年の38から， 1978年の54へと徐々に増

加し，裂1979年には101に急増した{詩掲茨3.参

照)。コンビナート化は，基本的につぎの五つの

方法で実施された71) (表5)。

は， 1960年代末に された

うと・電機，機横製議，若油化学部門のコンビナー

トが，主主産増と製品多角化を日揃して梧涯に合

併するというものであった。代表倒は，

電子コンビナートRobotron， ンピ

ナ…トZentrbnik，

の3社の合併によって1978年に成立した

「新生JRobotronがあげられる。同社は，詮業

員数 70000人， 14生産企業 1研究・開発セン

ター 4地域に分割された薮企業 1繋易会

業(RobotronExport/lmport)から成ってい

同じく 1978年には，鷺宇部品コンビナ…ト

(ゲラ)と霊童子部品コンビナート Carlvon Os-

sietzky (ベルリン・テルトウ)が合併し，従業

員数 23000人， 12所腐食業から成るテノレト

子部品コンビナート(貿易企業Elektronik

Export/lmportを合む〉となった。1979年に

紫材加工投手吾コンビナ…ト HerbertWarnke 

〈エルブルト)が，プラスチック(合成機箱)加

工機製造コンビナート(カール・マルクス・シュ

タット)と合許した。また， 1951年に設立され

コンビナートFortschritt(エノレ

ブルト県ノイシュタット)は，ぞれまで食業連

合傘下にあった農業機嫌コンビナート{ワイ

マーノレ)と農業機械コンビナートImplusa(コト

ブス祭エルスターヴエルダ)そ1978年に整理・

統合し，従業員 61000人， 81所属金業(貿易金

FORTSCHRITT LAND乱1:ASCHINEN

EXPORT-IMPORTを含む)を揺える巨大コン

77)以後紹介されるコンビナート化の三さつの形態は，
長を註nfred Meltzerl Angela ScherzingerlCor寸
Schwar尚治， a.a.O.， 8.369. および Jor庶民0日51臼r，
Kombinate……， S.266.の分類を参考とした。なお，
単一念講堂のコンビナートへの転換は，日後ーロイナ化
学工務Walt己主Ulbrichtであったことから，ここで
は紹介奇書j愛し?と。
78)邦議論文では，犬釘欽滋，前潟論文(I)， 66-70頁が
Robotぬれの例を詳細に紹介してる。

ピナートになっ

第ニの方法は，既存のコンビナートが開ーあ

るいは関連議鍾の企業を統合しながら拡大する

というものであった。この方法によるコンビ

ナート化は，議雑工業，軽工業に多く見られた。

その先駆となった靴下コンビナ…トEsda(ター

Jレハイム)は，ぞれまで懸の蜜轄下にあった向一

業観の中小企業を統合しながら事業を拡大し，

製品を多角化した。ぞお際，同コンビナートの

形成にあたっては 4つの専門fとさ

域〈婦人用ストッキング，紳士間靴下，子供用

靴下，子誤用ストッキング} られると

に， {慰々 と最終製品全産の関

係が護課された。

第三の方法は，企業連合のコンビナートへの

転換であった。人民所有金業連合「欝天壌設鏡・

クレ…ン・採掘磯械」の重機械製造コンビナ

トTAKRAFへの転換，人民所有企業連合「鋳物

の解体に伴う，関連合36傘下企業の鋳造

・鋳物製品製議コンビナートGISAGへの統

その代表倒である。メリヤス製造コンビ

ナート(カール・マルクス・シュタツト市)，化

学識議コンビナート〈カール・マルクス・シュ

タット)，子長立長コンビナートDeko(カール・マル

クス・シュタット様プラウエン)も，

からの転畿によって生まれた。

以上の五つの方誌のうち， 1979年までのコン

ビナート再議・設立は，第三母方法である企業

連合からの較擦を最大の特徴とした。 1972年時

点でおあった中央直轄企業連合79)の大半が，こ

の時期に解体され，単一のあるいは譲数のコン

ビナートに転換されたことがそれを物語って

いる O 表50)56のコンビナートのうち，少なく

とも38(表4の5，6，12，14，15.16，35，38-43，48，

50，52-54を除く)は企業連会から転換されたも

のであった。しかし，ここで問題となるのは，

79) Angela Sch君rZIng岳民 Konzentra tionsformen ぉ
d母rDDR-Indu君主主ie， in: Vierteljahrshejte zur 
Mヴrtschaftsfonchu均gdes DIW， Heft 3，1976， 8.172“ 
付表参照。
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表 5. 1973年から1979年までに設立された中央直轄コンビナート

コンビナート名 本部場所 管理形態 従業員数 企業数 設立年1)

化学工業省

l.農業化学コンビナート ピースタリッツ 主力企業型 15000 1979 

2.プラスチ、yク加工コンビナート ベルリン 先導企業型 32000 30 1979 

3.塗料・染料コンビナート ベルリン 主力企業型 8000 14 1975 

4.化学工業設備コンビナート ライプチツヒ・グリマ 主力企業型 32000 11 1978 

5.タイヤ製造コンビナート 7'リュステンヴアルテe 主力企業型 10000 8 1973-75 

6.合繊コンビナート シュヴ"71レツノ、ィデ 主力企業型 12000 5 1973-75 

電気・電子工業省

7.無線電気コンビナート ライプチッヒ 1975 

8.発電設備製造コンビナート ライプチ、yヒ 主力企業型 28000 17 1979 

9.自動化設備製造コンビナート ベルリン 主力企業型 27000 10 1979 

10.電子コンビナート エルフルト 先導企業型 48000 22 1979 

1l.電子部品コンビナート テルトウ 主力企業型 23000 12 1975 

12. 照明機器コンビナートNARVARosa Ruxemberg ベルリン 主力企業型 15000 13 1978 

13.ラジオ・テレビコンビナート シュタースフルト 先導企業型 20000 17 1975 

14.電子専門機器コンビナート ルーラ 主力企業型 11000 10 1975 

15.電機コンビナート ズール 主力企業型 10000 9 1975 

16. Pentacon ドレステン 主力企業型 8500 4 1975 

17.電機コンビナートEAW ベルリン 主力企業型 34000 25 

重機械・設備製造工業省

18.原動機・連結機コンビナート マクデプルク 10000 12 1975 

19.重機械製造コンビナートTAKRAF ライプチッヒ 主力企業型 40000 27 1979 

20.造船コンビナート ロストック 55000 12 1979 

2l.機関車・客車コンビナート ベルリン 主力企業型 23000 17 1979 

22 建設資材コンビナートBaukema ライプチ、yヒ 8000 1975 

23.発電所設備コンビナート ベルリン 主力企業型 41000 29 1978 

24.鋳造設備製造コンビナートGISAG ライブ令チッヒ 主力企業型 30000 36 1979 

作業機・加工機製造工業省

25. Textimaコンビ、ナート カール・マルクス・ 33000 43 1975 

シュタット

軽工業省

26.化学繊維コンビナート カール・マルクス・ 先導企業型 26000 1979 
シュタット

27.被服コンビナートDeko プラウエン 先導企業型 30000 56 1975 

28.ウール・絹コンビナート カール・マルクス・ 44000 1975 
シュタッ卜

29.靴下製造コンビナートEsda メラ}ネ 主力企業型 18000 32 1975 
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30.メリヤスコンビナート カール・マルクス 1979 
-シュタット

31 被服コンビナート ベノレリン 1979 

32.人工皮革・毛皮加工コンビナート ライプチッヒ 1975 

33.靴コンビナート ヴァイセンフェルズ 21 1975 

34.皮革コンビナー卜 シュヴFェリン 1975 

35 コンビナートSolidor ハイリゲンシュタット 主力企業型 5000 1975 

一般工作機械・農業機械・自動車製造工業省

36. IFAコンビナート(有用車両) ルードヴィッヒスブエ/レデ 主力企業型 36400 17 1978 

37. IFAコンビナート(乗車用) カーJレ・"7)レクス・ 主力企業型 50000 13 1978 
シュ夕、yト

38.トラック生産工場 ErnstGrube ヴェルタ。ウ 主力企業型 7000 10 1978 

39.コンビナートFortschri tt (農業機械) ノイシュ夕、yト 主力企業型 61000 81 1978 

40. NEGMA梱包機械コンビナート(ドレスデン)とASCOBLOC(ドレスデン)合併

41.家庭用品コンビナート カーノレ・マルクス・ 主力企業型 24000 30 1978 
シュタット

42 ベアリング製造コンビナート カーノレ・マルクス・ 主力企業型 1978 
シュタット

43 特殊技術コンビナート ドレスデン 1973-75 

県直轄工業・食品工業省

44.食品油・マーガリン・コンビナート マクデブルク

45 タバコ製品コンビナート ベルリン

46 魚肉加工コンビナート ロストック

ガラス・セラミ、yクス工業省

47.特殊ガラスコンビナート イメルナウ 14000 1975 

48.ガラス繊維コンビナート オーシャツツ 1975 

49 瓶ガラスコンビナート トlレガウ 主力企業型 5100 11 1979 

50.容器ガラスコンビナート ベルンスド/レブ 1975 

51 ラウジッツ・ガラスコンビナート ヴアイスヴァッサー 主力企業型 1979 

52.高品質陶器コンビナート カーラ 主力企業型 1500 1979 

53.シリコン原料コンビナート ケムリ、yツ 1975 

54 パルプ・製紙コンビナート ハイデナウ 1975 

55.梱包コンビナート ライプツッヒ 1975 

56.建設用陶器コンビナート ボルツェンブノレク 建設省移管

1)所轄工業省の管轄下に入った年も示されている。

資料:Manfred Meltzer/ Angela Scherziner/Cord Schwartau，a.a.O.，S.390-391.この表は， 1979年1月1日までに設立

されたコンビナートを示したものである点に留意されたい。
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この転換によって形成されたコンビナートが，

同一部門・業種の企業の統合を特色とした連合

の編成原理を排除したか，ということである。

前述のように， 1973年に「コンビナート」の編

成原理が二本立てになったことを考えあわせる

と，この時期のコンビナートには，以前の企業

連合と基本的に変わらない編成原理=組織構造

を持つものが少なくなかったといえよう。

このように多様な経過を経て形成されたコン

ビナートは，所属する諸企業の立地条件，生産

構造などに対応して，基本的に次の三つの管理

形態聞を採用した(図 4)。

第一の形態である本社型は，生産業務から独

立した管理専門の本部 (selbstandigeKom-

binatsleitung)が，所属企業を統一的に管理する

というものである。この管理は， 製造品目が多

様化し，それに伴って管理されるべき所属企業

が増加したこと，それらの企業が地域的に分散

していたことに関連していた。本社型の代表例

である光学電子コンビナートCar1 Zeiss J ena 

で、は，従来の伝統的な光学機器・精密機器はも

とより，電子部品・機器の生産まで製品を拡張

するために，所属企業が16の製品グループごと

に生産を担当した。それらの所属企業は本社(イ

エナ)から離れて立地していた(ザールフェル

ド，ラーテノウ，ズール，フライベルク， ドレ

スデン，ゲルリッツ，フライタール，ベルリン，

グラースヒュッテなど)こともあり，それらの

統一的専門管理機関の設置が望まれたものと考

えられる。この本社型管理では，コンビナート

長への権限・責任の集中が著しかった。本部の

各種スタップ(研究・開発，生産，物資調達・

販売，人事・教育)は，個別の日常職務に関わ

る指導・監督・指令権限を有すると共に，コン

ビナート全体の経営方針に関わる戦略的意思形

成過程への参加は認められていた。しかし，そ

の最終的意思決定からは排除されていた8九こ

80)この3つの分類も，脚注77の二論文を参考にした。
81) Werner Klein， Das Kombinat - Eine or-

の管理形態の問題点としては，分散する所属企

業聞の日常的業務の調整が，現場から分離した

本部を介して行われたために，短期の意思決定

に時間的損失が生じやすかったこと，生産現場

の実状から離れた諸決定 (praxisferneEnt-

scheidungen)がなされる可能性があったことが

あげられる。

第二の形態、は，より「過程に近い(prozesnah)

(=生産現場に近い:produktionsnah) J間管理

を特色とした主力企業型管理である。この形態

はすでに1968年以後設立された中央直轄コンビ

ナートで採用されていた，いわば伝統的管理形

態でもあった。設立時に選定された主力企業

(Stammbetrieb :基幹企業とも訳されている)

の長は，同時にコンビナート長を兼任(1979年

コンビナート令第26条第2項)し，また主力企

業管理部のスタップはコンビナート本部のス

タッフ業務を兼任した。主力企業長=コンビ

ナート長は，主力企業の経営の最終責任を負い，

本部スタッフの協力に基づいて，コンビナート

所属企業聞の協力を組織・管理していた。実際

には，コンビナート本部の生産・計画実施部長

が主力企業内の事業所の管理を行い，主力企業

長はコンビナート所属企業の管理を行うといっ

た管理上の分業がなされる傾向があった8九

この管理形態を採用するコンビナートは，(1)

鉄鋼石，冶金など，生産工程の技術連関から垂

直的分業が強化されてきた部門， (2)化学などの

ように製品多角化が必要とされた部門， (3)多様

な部品や付属品を生産する下請企業を必要とし

た電機・電子，工作機械部門の最終製品生産者

に数多く見られた。 (1)の例としては，褐炭コン

ビナート SchwarzePumpe， (2)の例としては

ganisationstheoretische Analyse， in: Gernot Gut 
mann， Das Wi的 cha.斥均Istemder DDR， Schriften 
zum Systemvergleich von Wirtaschaftsordnung 
(Heft 30)， Stuttgart/N ew Y ork 1983， S.83. 
82) AutorenkoIIektiv， Leitung der sozialistischen 
Wirtschajt Lehrbuch， BerIin 1986， S.217. 
83) Eb巴nda，S.219
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図4 人民所有コンビナートにおける管理の諸形態

本社型管理

コンビナート本部

|研究・開発局|

先導企業型管理

コンビナート本部

E |堕Ez |人阿部|
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主力企業型管理
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P:主力企業内の生産領域

資料:Autorenkollektiv， Sozialistische Betriebswirtschaft !ndustrie Hochschullehr-
buch， Berlin 1986，S.103および KurtErdmann/Manfred Meltzer， Die neue 
Kombinatsverordnung in der DDR (2.Tej])， in: Deutschland Archiv， Heft 10， 
1980， S. 1047-1048. 

43-2 



1993.9 東ドイツにおける工業企業の国家管理 白川 67 (197) 

石油精製化学コンビナート(フランクフルト・

オーダー県シュヴFェート)，ビッターフェルド化

学コンビナート(ハレ県)， (3)の例としては化

学工業設備建造コンビナート WilhelmPieck 

(ノ¥レ県マンスフェルド)，電子コンビナート

Robotron， IF A自動車コンビナート(カール・

マルクス・シュタット)などがあった。一般に

主力企業は，コンビナートに統合される企業の

中から r技術力・経済力，将来性，経済計画実

現の安定性，地域の安定的長期発展への貢献度，

管理者の政治的・イデオロギー的及び専門的能

力と経験」制を基準に選定されるといわれてい

る。実際には，原料採取から各種の加工段階，

最終製品生産に至るまで異種工程が連続してい

るような(1)の部門では，主力企業の選定に困難

が伴った。 (2)の部門については，原料加工の第

一段階にとって重要な企業が主力企業とされ

た。 (3)の部門のコンビナートについては，最終

製品が各々のコンビナートの生産組織の構造を

規定するといった側面が強いことから，当該製

品の最終生産者が主力企業に選ばれることが多

かった。このように主力企業の選定に差異が

あったことにより，一方でFは，主力企業型管理

の採用を回避する傾向が生まれ，他方では，まっ

たく窓意的に主力企業型が採用される可能性が

生ずることにもなった。

第三の形態は，先導企業型管理である。この

形態では，企業連合による製品グループ別協力

を踏襲する形で，同一品目ごとに先導生産領域

(Leitbereich)と先導企業(Leitbetrieb)が設定

され(先導生産領域ごとに内部の技術連関が重

視された)，本部のコンビナート長と各先導企業

の長が協同して経営管理を行った。コンビナー

トの経営全体に関わる長期的計画課題の意思決

定は，所轄工業省大臣との協議の上でコンビ

84) Autorenkollektiv， Grundfragen der sozialisti. 
schen Wirtschaftsi訟hrung，zweite， vollig uberar. 

baitet巴underganzte Aufl， BerIin 1985， S.411.参
照。なお，同書第一版(I.Aufl.，1979，S.350.lでは管
理者の政治的・イデオロギー的及び専門的能力と経

験」が，第一の基準とされていた。

ナート長が行った。計画の実施については，本

部スタッフ(計画・節約，販売，会計，人事・

教育)が当該職務を独自の責任で遂行し，研究・

開発，投資，物資調達，販売といった生産全般

にかかわる業務については，コンビナート長か

らの委託という形で先導企業長に任されてい

た。先導企業長には，当該企業におげる計画実

施上の指導・監督・指令権限が与えられ，相対

的に独立した活動を行う余地が残されていた。

この意味で，先導企業型は，本社型や主力企業

型よりも分権的であった。

先導企業型管理は，主として多品目の製品が

生産される部門，とりわけ中小規模の所属企業

が地域的に分散している消費財部門において広

く採用された。代表例は，被服コンビナート

Deko(ゲラ県プラウエン:従業員30000人)であ

る。このコンビナートは， 5つの生産領域(カー

テン，械盤，家具用素材，ふさ飾り，高級レー

ス)に先導企業を設定し，計36企業をそれぞれ

の領域に配分して管理していた8町。また，靴製造

コンビナート(ハレ県ヴァイセンフェルズ)で

は 6つの生産領域(婦人靴，紳士靴，子供靴，

スポーツ靴・作業靴・特殊加工靴，室内靴，皮

革)の先導企業が，需要動向に対応しながら各

種靴製品を生産していた刷。この他，半導体・制

御ボード等の様々な電子部品を生産していたエ

ルフルト電子コンビナート(従業員数:48000 

人， 22所属企業)，多様なプラスチック・合成樹

脂製品を生産するために， 30企業を統合して設

立されたプラスチック・合成樹脂加工コンビ

ナート(ベルリン)でも，先導企業型管理が採

用されていた。

以上の三つ形態のうち， 1979年コンビナート

令で重視されたのは，いずれもコンビナート

長・本部への権限集中を特徴とする主力企業型

と本社型であった。ただ、し，本社型には個々の

85) Manfred Meltzer / Angela Scherzinger / Cord 

Schwartau， a.a.O.， S.375. 
86) Kurt Erdmann / Manfred Meltzer， Die n巴u巴
Kombinatsverordnung in d巴rDDR (2.Teil)， in: 
Dωtschland Archiv， Heft 10，1980， S.1050. 
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「コンビナートの特殊な再生産過程に応じて」

という限定がある(第26条第 1項)01980年の構

成比(単一型は例外)では，主力企業型が65%，

本社型が20%，先導企業型が15%であり，主力

企業型と本社型を採用したコンビナートが大半

を占めていた87)。では，なぜ、これらの管理形態が

重視されたのだろうか。この問題に接近するた

め，次に国家的計画策定・管理制度とコンビナー

トの関係を見ることにしよう。

4.国家的経済管理制度の改革

1979年以後，従来の「工業省企業連合一企

業・コンビナート」の三層縦割り管理は，人民

所有企業連合の解体，-人民所有コンビナート」

の形成によって「工業省一コンビナート」の二

層管理へ移行し，より簡素化された管理体制の

構築が期待された。この簡素化は，企業聞の協

力関係をより合理的に組織化するという必要か

らなされたものであった。克服されるべき企業

連合の問題点は，工業省(=第一の意思決定レ

ベル)と企業との聞に企業連合という中間管理

機関(=第二の意思決定レベル)が設けられた

ことにより，経済計画の策定と実施に関連する

権限・指令・報告等のコミュニケーション系統

が複雑に分岐していたことにあった。制度的に

も，企業連合に課された管理課題(指導・監督・

監査)の権限，責任が，当該連合傘下企業だけ

に及んだために，異部門間の分業を組織する場

合に，その課題・権限・責任の所在が不明瞭に

なり，各企業連合間の調整が困難になっていた

のである問。企業連合の解体は，こうした問題

87) Jδrg Roesler， Kombinate……， S.267.参照。なお，

他の文献では「本社型はCarlZeiss Jenaのみ」とい

う記述が見られたが，リユースラー論文が正確な数

字を紹介しているものと思われる。

88)ヴァルター・ブーリアン rDDRにおけるコンビナー

トの発展と経済管理の改善J(百済勇:訳)駒沢大学

『外国語部論集」第22号， 1985年， 157-158頁参照。こ

のほか，WalterBurian，Uberlegungen zur St巴llung

und Weiterentwicklung der Zweigleitung im 
Leitungssystem der sozialistischen lndustrie der 

DDR， in: Wissenschaftliche Zeitschrift der Hoch-

点をひとまず解消した。そして，コンビナート

再編の際には，異部門企業聞の分業に適合的で

あり，またコンビナート聞の調整が迅速かつ容

易にできるような管理を目指して，工業省とコ

ンビナートの聞の権限・指令・報告等のコミュ

ニケーション系統の整理・統合が計られた問。そ

の結果，以前より合理的かつ簡素化された管理

体制が作られることになった。

このような管理構造の変化は，対工業省にお

けるコンビナートの独立性の向上につながっ

た。 1979年以前のコンビナートは，法律的独立

性(法人格)は認められていたが，その管理上

の権利と義務は，-人民所有企業連合に割当てら

れている工業部門管理」叫に関連するもの(貸借

対照表の策定，製品標準化，価格形成，コメコ

ン諸国との協力，製品グループ別企業間協力な

ど)に限定されていた。また，当時まだ数多く

存在していた企業連合傘下コンビナートにおい

ては，経営に関わる執行権限はすべて企業連合

本部に集中していた。 1979年以後は，これらの

制限が取り除かれ，コンビナートには企業連合

に与えられていた権利・義務・執行権限はもと

より，管理上の意思決定に関わる「工業省所轄

の権利と義務が委譲されJ9九コンビナートの国

家管理機関としての意義は一層高められた。こ

うした変化と共に，コンビナート内の経済計算

schule furδkonomie ， Heft 3，1978， S.105.， Kurt 
Erdmann/Manfred Meltzer， Die neue Kombinats-

verordnung in der DDR (l.Teil) ， in: Deutschland 
Archiv， Heft 9，1980， S.937.も併せて参照されたい。
89) このようなコミュニケーション系統の整理・統合

は，管理組織内の職種・職場・職員の削減と結び付

いた。それは，企業連合からコンビナートへの移行

がスムーズ、にいかなかった一要因となった。また，

この簡素化による管理・権限・責任の本部集中は，

かえって本部業務を増加させたり，業務が官僚的に

遂行される原因となった。この点はさらに実証の必

要がある o

90) Verordnung uber die Aufgaben， Rechte und 

Pflichten der volkseigenen Betriebe， Kombinate 
und VVB・--…_， S.136第26条第1項参照。

91) Verordnung uber die volkseigenen Kombinat巴

-…・， S.356.参照。
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制が強化問され，コンビナートはその独立性を

一層高めたのである。以上見てきたような，コ

ンビナートの国家管理機関としての地位向上，

経済的独立性の強化は，コンビナートの対工業

省における「一定の分権化」聞と評価されてい

る。そしてそれは，コンビナート長・本部を頂

点とする集権的管理を，コンビナート内で実施

するための条件となった。

1979年コンビナート令は，コンビナート長は

所属企業の機能・任務を変更したり，他の所属

企業に委譲する権限，…・・・所属企業の事業所の

設立・解散・併合を指導する権限を有するJ (第

7条第1項)とし，さらに，所属企業長はコン

ビナート長の下位に置かれ……コンビナート長

によって任命・解任され……基本的に，コンビ

ナート長だけが，所属企業長に対する指令権限

を有するJ(第25条第1項)としている。これは，

1979年以降，所属企業の組織化全体にかかわる

意思決定権限が，コンビナート長へ集中するこ

とを示したものである。また，コンビナート所

属企業が「コンビナートの再生産過程及び管理

過程の枠内で，法律的かつ経済的に独立した単

位(下線部は引用者による)J (第6条第1項)

と規定されたことは，所属企業のコンビナート

本部への依存を示すものである。したがって，

92)コンビナートにおける経済計算制(独立採算制)の

強化は，まずコンビナートの内の財務フォンド循環

に関する意思決定・責任をコンビナート側に委譲す

る形で行われた(最終意思決定・責任は閣僚評議会・

工業省にある)。さらにそれは，財務フォンドの形成

と使用を生産計画の達成・超過達成とリンクさせる

ことにより，コンビナート，所属企業，企業内労働

集団の収益への関心を高めるためになされた。これ

らの点については，企業の相対的独立性にかかわる

ものとして，今後別稿で明らかにしていきたい。

93)コンビナート改革を，その後の経済改革(1980年代

前半)と併せて「分権化」とする見解は，西側研究

者の中にも多い。例えば， Kurt Erdmann/Manfred 

MeItzer， Die neue Kombinatsverordnung in d巴r

DDR (1.TeiJ) ， a.a.O.，S.940.; Doris Cornels巴n/

Manfred MeItzer/ Angela Scherzinger， DDR-
Wirtschaftssystem: Reform in kleinen Schritten， 

in: Vierteljahrsh併ezur Wirtscha!tsforschung des 
DIW， Heft 2，1984， S.202-203.， Hannelore Hamel/ 
Helmut Leipold ， a.a.O.， S.21-23.ff. 

所属企業の独立性はすでに制度的に有名無実化

する可能性があった。特に，経済計算制にかか

わる獲得利益からのフォンド形成(蓄積フォン

ド，各種報奨金など)と使用(固定及び流動資

産投資など)，生産フォンド使用料や純利益控除

納入などの最終決定は，すべてコンビナート長

が下し，エネルギー・原料・資材・固定設備の

配分(，ノTランス割当て」と呼ばれる)に関する

最終決定も，すべてコンビナート長に委ねられ

ていた。したがって，実際の所属企業の活動は，

コンビナート全体の利害に強く制約されていた

ことが考えられる。

では，なぜこのような制約関係が必要とされ

たのであろうか。その一つの理由は，より「生

産に近い(produktionsnah)J下部の組織による

経済運営を前提としながらも，コンビナートの

経済活動は，最終的に経済計画に拘束される側

面を有していたからである。また;1970年代末，

1980年代初頭の経済環境の急激な悪化に現実的

に対処すべく，コンビナートやその所属企業は，

輸出や圏内供給にかかわる問題を解決する必要

に駆られていたことがあげられよう。そうした

急務の問題に対処するために，強力な権限を持

つコンビナート長・コンビナート本部が必要と

されたのである。この集権的管理に向け， 1979 

年コンビナート令は，それに適合的な「主力企

業型」あるいは「本社型」管理を個々のコンビ

ナートに採用させ，また，その管理の頂点に立

つコンビナート長を， '8ED政治局のノーメン

クラツーラの一員J94)から登用し，そこにコンビ

ナートの経営にかかわる権限・責任を集中させ

たのである。

以上見てきたように，コンビナートへの権限

委譲や経済的独立性の向上は，対工業省の関係

においては「分権化」であった。しかし，この

「分権化」は，コンビナート内部での集権的な

管理構造の構築を前提条件とするものであっ

た。この構造は，コンビナート本部とコンビナー

94) G巴rnotSchneider/Manfred Schrδder， a.a.O.，S 

136 
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ト所属企業あるいはコンビナート長と所属企業

長との聞に利害対立の可能性を与えることにな

る。

おわりに

これまで述べてきたことを簡単に要約しよ

う。東ドイツの経済政策で重視された工業部門

は，ソ連占領期~1950年代前半には，鉱業，エ

ネルギー，冶金，化学原料部門， 1950年代後半

には，エネルギー・燃料，化学，機械製造，電

機などの「主導的部門j，さらに1960年代半ばか

ら1970年代には，電子・電機，精密機器，機械・

設備製造，石油化学といった「構造規定的部門」

へと変化していった。そうした中で， 1970年代

末までに再編・新設された「人民所有コンビナー

ト」の母体には，次の二つがあった。その一つ

が，生産技術連関」を重視しながら形成されて

きたコンビナートであり，いまひとつには，同

一部門・業種企業の統合j，'製品グループ別協

力による中小企業の育成」を特徴とし，工業の

すべての部門(1968年以後は，特に消費財部門)

で形成されてきた企業連合があった。その結果，

「人民所有コンビナート」は，定義及び実態面

で，企業連合の編成原理をも包含する生産組織

として，それ以前の「コンビナート」とは異な

るものに変化した。

さらに，人民所有コンビナート」は， 1968年

の「コンビナート令j，1969年の「閣僚評議会決

定」により，それまでの管理対象としての組織

から，管理主体としての組織に変化させられた。

この変化は，中間管理機関として重視されてき

た企業連合の解体，それに伴うコンビナート数

の増加にしたがって次第に拡大した。

以上のような構造変化を前提とし，さらには，

1970年代半ばから顕在化した経済的諸困難に対

処するための生産体制(販売，研究・開発を含

む)の構築を目指して， 1979年には，人民所有

コンビナート」に，貿易企業，合理化手段の「内

製J工場，研究・開発施設を統合することが決

定された。この統合は，従来の生産組織との比

較において積極的・肯定的意味を持った。しか

し，反面では，コンビナートは，貿易企業の統

合の回避傾向，技術的「自給自足イ七j，大量生産

に偏重する生産品EL織構造の温存といった問題を

解決できず， 1980年代初頭を迎えることになっ

た。

SED・政府は， 1970年代末から1980年代初頭

にかけて一層悪化した国内外の経済環境(資源

調達の困難，西側技術移転の停止など)に対処

するため，資源の節約と効率利用を目指した。

マイクロエレクトロニクスなどの先端技術を基

盤に新たな生産体制を構築すること，大量生産

と同時に，多品種生産・品質向上を実現する

('1980年代経済戦略j)ことが，新生」コンビ

ナートに求められねばならなかった。このよう

な変化を背景に，工作機械，電子・電機，自動

車などの部門では，部品・半製品供給に携わる

下請企業の統合を強化すること，国内外の需要

の急激な変化の下に置かれた繊維，被服などの

軽工業部門では，中小企業による製品多角化へ

の弾力的対応が必要となった。

「人民所有コンビナート」は，これら一連の

要請・課題に対応するために，生産組織として

も，管理組織としても，新たな再編を求められ

ることになる。その解明は別稿に譲らなければ

ならない。
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